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第3章 プロジェクトの内容 

3.1 プロジェクトの概要 

3.1.1 上位目標とプロジェクト目標 

(1) 現状 

「ラ」国は、内陸国という地理的特性もあり、隣接国との交通網、特に道路輸送による物流

の重要性が非常に高い。特に、インドシナ半島を横断する東西経済回廊の一部である国道 9 号

線は、タイ東部とベトナム中部をつなぐ国際幹線道路であり、ASEAN 経済統合に資する重要イ

ンフラとして位置づけられている。また、「ラ」国国内においても東西経済回廊を利用した中

部地域の経済発展に資する道路として重要な位置づけにある。 

かかる状況下、国道 9 号線は本邦無償資金協力およびアジア開発銀行の融資により全線（延

長 244km）が 2 車線アスファルト舗装道路として改修された。完工後は、「ラ」国側により必

要な維持管理・補修が行われてきたが、破損初期での対策が不十分であったことなどから路面

の損傷が進行し、国道 9 号線の補修にかかる予算が国全体の道路維持管理予算の 2 割以上を占

めるなど、経済的負担も大きくなっている。これに加え、第二メコン架橋の供用開始などにも

起因した交通量の増加、タイ、ベトナムとの国際協定に基づく軸重制限の緩和（9.1t から 11t）

など国際幹線道路としての位置づけも高まってきている一方で、損傷により円滑な交通に支障

が生じている状況である。 

(2) 上位目標 

「ラ」国が策定した開発計画「第 7 次社会経済 5 カ年計画（2011～2015）」では、①安定的

な経済成長の確保（GDP 成長率 8％、一人当たり GDP1,700 ドル）、②2015 年までの MDGs 達

成、2020 年までの LDC 脱却、③文化・社会の発展、天然資源の保全、環境保全を伴う持続的

な経済成長の確保、④政治的安定、平和、及び社会秩序の維持、国際社会における役割向上、

の 4 点を目標に掲げている。 

(3) プロジェクト目標 

本プロジェクトは、サバナケット県において、国道 9 号線のセクム力一ム橋及びセタームアッ

ク橋の架け替えを行うことにより、一部機能の損なった橋梁の耐久性および機能性の向上を図

り、国道 9 号線の安定的なアクセス確保と物流の促進・円滑化に寄与することを目的とする。 

3.1.2 プロジェクトの概要 

本プロジェクトは、上記目標を達成するために国道 9 号線上のセクム力一ム橋及びセターム

アック橋の架け替えを行うものである。プロジェクトを実施することによって、国道 9 号線の安

全且つ円滑な交通を確保することで、「ラ」国中部地域の社会経済発展や貧困削減に寄与する。

その受益者は、直接受益者（9 号線沿道住民：239 千人）と、間接受益者（サバナケット県住民：

830 千人）が見込まれる。協力対象事業の内容を表 3.1.1 に示す。 
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表 3.1.1 プロジェクトの投入概要 

項     目 

工事期間 31 ヶ月 

セクム力一ム橋 
（合成床板橋） 

橋長：90.0m 

幅員：車線（3.5m×2） 

取り付け道路：アスファルト舗装 (起点側 488.3m＋終点側 532.5m) 

付属施設、その他：1式 

セタームアック橋 
（合成床板橋） 

橋長：160.0m 

幅員：車線（3.5m×2）＋歩道（1.5m×2） 

取り付け道路：アスファルト舗装 (起点側 554.3m＋終点側 480.7m) 

付属施設、その他：1式 

出典：調査団作成 
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3.2 協力対象事業の概略設計 

3.2.1 設計方針 

3.2.1.1 基本方針 

本業務は、要請案件の必要性及び妥当性を確認するとともに、無償資金協力案件として適切な

概略設計を行い、事業計画を策定し、概算事業費を積算することを基本方針とする。 

3.2.1.2 自然条件に対する方針 

(1) 河川計画の方針 

1) セクムカーム橋 

① 計画規模：対象橋梁は 100 年確率の洪水位を確保した計画とする。 

② 河川計画断面：以下の基本条件を基に設定し、法勾配を 1：2 の複断面河道とする。 

 計画断面の適用区間は、橋梁の条件護岸として架橋位置より上下流 10m の範囲とする。 

 低水路肩高の川幅は、現況の低水路幅程度とし、護岸の法勾配は現況勾配に近い親水性

に配慮した 1：2 勾配とする。 

 護岸直高は現況低水路水深を尊重し、4m 程度とし根入れ長を 1m 確保する。 

 堤防の余裕高の考え方は、河川管理施設等構造令に準拠し 1m とする。 

③ 計画河床高 

架橋地点では経年的な河川測量は実施されていないが、砂利採取等の河床低下を引き起こす

要因は確認されていないため、河床は安定傾向にあると考えられる。また、現地の目視調査の

結果でも、河川測量範囲上下流における湾曲部外岸等の深掘れ固定点が確認できたため、計画

河床高を設定する際には考慮する。架橋地点周辺では、岩盤露呈の箇所も確認されたことから、

急激に河床洗掘が進行する可能性は低いと考えられる。そこで、計画河床高は現況河道の 深

河床高とする。ただし、 深河床高は洪水時の砂州の移動により洗掘箇所が移動する事を考慮

して、測量範囲内の 深河床高縦断より 深河床高を包絡する線を計画河床高とする。この結

果、架橋地点における計画河床高を EL+162.369m とする（図 3.2.1） 
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出典：調査団作成 

図 3.2.1 計画河床高縦断図（セクムカーム橋） 

④ 計画高水位 

護岸整備後の河道を対象として不等流計算を実施した。図 3.2.2 より、計画流量 1,150m3/s 時

における架橋地点の計算水位は EL.+172.343m であり、これを計画高水位とする。また、既設橋

の桁下高は EL.+171.9m（橋面高 EL.175.8m－桁厚 3.9m）で計画高水位より 0.443m 低く、100

年確率規模の洪水時には桁下を水位が越える可能性がある。 
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出典：調査団作成 

図 3.2.2 計画高水位縦断図（セクムカーム橋） 

⑤ 設計流速 

設計流速は、架橋地点上下流における計算流速の 大値を採用して 2.44m/s とする。 

表 3.2.1 架橋地点における計画流量時流速結果（セクムカーム橋） 

 
出典：調査団作成 

⑥ 施工時の流出量 

橋梁架け替えの工事に伴う仮桟橋は、工事開始から約 2 年強使用することを想定している。

したがって、施工期間内に設置される仮桟橋は、少なくとも 2 回の雨季に設置されている事と

なる。 

そのため、仮桟橋は 2 年確率流量以上での水位よりも高く設置する必要がある。他方、仮桟

橋設置高を求める際の河道は現況河道を対象として不等流計算を実施した。図 3.2.3 より、2 年

確率流量は 450m3/s 時における架橋地点の計画高水位は EL.+167.139m であり、これを仮桟橋設

置高の基準水位とする。 
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出典：調査団作成 

図 3.2.3 2 年確率流量流下時水位縦断図（セクムカーム橋） 

 

表 3.2.2 架橋地点における確率流量別計算結果（セクムカーム橋） 

 
出典：調査団作成 

2) セタムアーク橋 

① 計画規模：対象橋梁は 100 年確率の洪水位を確保した計画とする。 

② 河川計画断面：以下の基本条件を基に設定し、法勾配を 1：2 の複断面河道とする。 

 計画断面の適用区間は、橋梁の条件護岸として、架橋位置より上下流 10m の範囲とする。 

 低水路肩高の川幅は、現況の低水路幅程度とし、護岸の法勾配は現況勾配に近い親水性

に配慮した 1：2 勾配とする。 

 護岸直高は現況低水路水深を尊重し、4m 程度とし、根入れ長を 1m を確保する。 

 堤防の余裕高の考え方は、河川管理施設等構造令に準拠し 1.2m とする。 
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③ 計画河床高 

架橋地点では経年的な河川測量は実施されていないが、砂利採取等の河床低下を引き起こす

要因は確認されていないため、河床は安定傾向にあると考えられる。また、現地での目視調査

の結果でも、架橋地点周辺における局所的な河床洗掘や河岸侵食の痕跡は確認されなかった。

ただし、当該河川は目視調査で砂河川である事が確認されている。砂河川は 1 洪水により 深

位置が移動する可能性が高い。そのため、計画河床高は現況河道の 深河床高とする。特に、

深河床高は洪水時の砂州の移動により洗掘箇所が移動する事を考慮して、測量結果における

架橋地点の 深河床高をそのまま用いるのは適当ではない。そこで、測量範囲内の 深河床高

縦断より 深河床高を包絡する線を計画河床高とする。この結果、架橋地点における計画河床

高を EL+157.226m とする（図 3.2.4）。 

 
出典：調査団作成 

図 3.2.4 計画河床高縦断図（セタムアーク橋） 

表 3.2.3 架橋地点における確率流量別計算結果（セクムアーク橋） 

 
出典：調査団作成 
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④ 計画高水位 

護岸整備後の河道を対象として不等流計算を実施した。図 3.2.5 より、計画流量 3,950m3/s 時

における架橋地点の計画高水位は EL.+169.09m であり、これを計画高水位とする。また、既設

橋の桁下高は EL.+169.504m（橋面高 EL.172.533m－桁厚 3.029m）で計画高水位より低い位置に

ある。また、既往 大痕跡水位（1996 年 7 月）も EL.+169.814m であり、洪水時には桁下高を

越えていたことが目視調査で確認されている。 

 
出典：調査団作成 

図 3.2.5 計画高水位縦断図（セタムアーク橋） 

⑤ 設計流速 

設計流速は、架橋地点上下流における計算流速の 大値を採用して 3.16m/s とする。 

表 3.2.4 確率流量別計算水位結果（セタムアーク橋） 

 
出典：調査団作成 
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3.2.1.3 社会・経済事情に関する方針 

対象橋梁・仮設橋およびその取付道路、仮設用地などは、極力、住民移転や用地買収が生じな

いように配慮するとともに、施工完了後の既存取付道路や仮設用地などの跡地を 小とするよう

に検討する。 

国道 9 号はインドシナ半島を横断する東西経済回廊の一部であり、「ラ」国国内だけでなく国

際輸送の幹線道路としても重要である。対象橋梁を通行する貨物自動車は現況で 600 台/日以上で

あり、施工中の交通対策でも特に大型車交通への対応に配慮する。特にセタームアック橋は市街

に近いため、施工中の交通対策には歩行者・自転車等の交通弱者への配慮も必要である。 

対象橋梁は、国道 9 号を利用してサバナケット県東部（ピーン郡、セポン郡、ノン郡、ウィラ

ブーリー郡）の約 18.5 万人（2012 年の「ラ」国政府推計値を元に調査団が推計した 2015 年人口）

が、県病院を擁するカイソン・ポムウィーワン郡や国道 13 号経由で首都ビエンチャンにアクセス

するために必要な橋梁である。また 寄りの郡病院にアクセスするために対象橋梁を通行する必

要がある住民は、セクムカーム橋で約 1,400 人、セタームアック橋で約 7,300 人と推計され、施工

中に救急搬送等を阻害しないように留意することが必要である。 

 
出典：調査団作成 

図 3.2.6 郡病院からの等時間と対象橋梁の影響人口 

3.2.1.4 建設事情・調達事情に関する方針 

不発弾（Unexploded Ordnance：UXO）については、「ラ」国側により探査を実施し、工事範囲

内に不発弾が存在する場合は、工事前の撤去が必要となる。 

建設資材の調達については、「ラ」国内の道路・橋梁建設プロジェクトが活況を呈しているこ

とより、「ラ」国でもタイ国からの輸入品が市場に出回っており、鋼材、橋梁付属物を除いて現

地で調達可能である。一方、建設機械についても同様に、一般的な建設機械であれば「ラ」国内

で調達可能であり、近年、リースビジネスも開始されている。したがって、特殊な資機材を除き

「ラ」国内での調達を基本とする。 
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3.2.1.5 現地業者の活用に係る方針 

現地建設会社による橋梁建設は、過去において現地政府の資金にて実施されている。特に、RC

桁の施工は数多く実施されてきている。PC 橋については、図 3.2.7 に示すように、PCI 桁橋（セ

ドン橋）を現地業者が独自で施工している。このように、コンクリート系の桁橋の実績はあり、

サブ・コントラクターとして、橋梁工事に関する技術力は高いが、品質面では、まだまだ日本の

指導が必要であることを確認した。また、舗装技術については、DBST 舗装は日本の支援が無く

ても十分、その技術力を発揮できる。さらに、アスファルトコンクリート舗装についても、日本

の無償資金協力プロジェクトにおいて、サブ・コントラクターとして多くの実績があり、また技

術協力プロジェクトとしても維持管理までの一貫した技術を習得中であり、品質的にも向上して

いることが確認できる。 

さらに、建設業では「Lao Construction Association」と呼ばれる協会があり、38 社が加盟して

いる。 

図 3.2.7 現地業者による橋梁技術（15A セドン橋） 

現地コンサルタントの業務は、日本の無償資金協力案件に対するローカルコンサルタントとし

ての測量、地質調査、交通量調査、環境調査等が主な内容である。このため、設計業務、特に道

路設計に携われるコンサルタントの技術者は非常に限られている。 

また、コンサルタント部門では「Association of Architects and Civil Engineers」と呼ばれる協会が

あり、148 社が加盟している。 

3.2.1.6 運営・維持管理に対する対応方針 

本プロジェクトの主管官庁は公共事業運輸省（Ministry of Public Works and Transport：MPWT）

であり、実施機関は同省道路局（Department of Roads：DOR）及びサバナケット県公共事業運輸局

（Department of Public Works and Transport, Savannakhet：DPWT）である。また、国道 9 号線の道

路及び橋梁の維持管理はサバナケット県公共事業運輸局（DPWT）が実施している。サバナケッ

ト県は、JICA 道路維持管理技術能力強化プロジェクト（技プロ）のパイロット県であり、国道 9

号線を中心とした道路維持管理の技術移転が進められている。そのため、十分ではないものの道

路維持管理に対する意識は高く、積極的に維持管理活動に取り組んでいる。ただし、国道 9 号線

上に存在する既存橋梁は、当該対象橋梁と同様、今後架け替えが必要になると見込まれる。その
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ため、本件事業実施を通じて「橋梁架け替え技術および維持管理」に関わる技術移転を図るもの

とする。 

3.2.1.7 施工グレードの設定に係る方針 

対象施設の範囲は、橋梁本体、橋梁までの取り付け道路および、それら施設に必要な付帯施設

とする。また、河川へのアプローチの階段等、住民生活を維持する施設は、本プロジェクトの対

象施設の範囲に含めることとする。 

対象橋梁および取り付け道路の基本設計おいて適用すべき基準は「ラ」国の「Road Design Manual」

であるが、特に橋梁において適用活荷重以外は細目が規定されていないため、規定のない項目に

ついては、ASEAN Highway の基準もしくは日本の基準を適用する。対象施設の概要は以下のとお

りである。 

表 3.2.5 架け替え橋梁のグレード 

橋 梁 名 セクムカーム橋 セタムアーク橋 

道 路 区 分 「Road Design Manual」 
ASEAN 基準 Class II 

設 計 速 度 80km/h 80km/h 

設 計 活 荷 重 HS25-44 

橋 長 90.0m 160.0m 

幅員 

幅 員 8.0m 11.0m 

車 線 3.5×2=7.0m 3.5×2=7.0m 

歩 道 － 1.5m×2 

上 部 構 造 形 式 3径間連続合成床板橋 4 径間連続合成床板橋 

下 部 構 造 形 式
橋台：逆 T式橋台 
橋脚：小判型橋脚 

橋台：逆 T式橋台 
橋脚：小判型橋脚 

基 礎 構 造 形 式 直接基礎 直接基礎 

護 岸 工 28.8m 31.8m 

表 3.2.6 取り付け道路のグレード 

橋 梁 名 セクムカーム橋 セタムアーク橋 

設 計 速 度 80km/h 80km/h 

幾 何
構造 

標 準 横 断 勾 配 3％ 

大 片 勾 配 8％ 8％ 

大 縦 断 勾 配 1.05％ 1.60％ 

小 曲 線 半 径 R=330m R=345m 

拡 幅 量 － － 

計 画 延 長 L=488.3+532.5m L=554.3+480.7m 

標 準 
幅 員 

全 幅 員 11.0m 

車 線 3.5×2=7.0m 

路 肩 2.0×2=4.0m 

舗装
構成 

表 層 5㎝（アスファルトコンクリート：AC） 

基 層 5㎝（アスファルトコンクリート：AC） 

上 層 路 盤 20 ㎝（粒調砕石） 

下 層 路 盤 30 ㎝（クラッシャラン） 

路 床 設計 CBR=6％ 
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3.2.1.8 工法、工期に係る方針 

(1) 工法について 

① 上部工 

既存のセクムカームおよびセタームアック橋ともに単純鋼版桁橋（RC 床板）であり、中間橋

脚上で上部工桁が極端に折れるような形状で架設されている。現行、セクムカーム、セターム

アック川ともに雨期の水位が高いため、橋梁上下の取り付け道路との擦り付けを考慮した場合、

現在の橋梁の桁高よりも低く抑える構造とする必要がある。したがって、上部工桁は鋼桁とコ

ンクリートを組み合わせることにより、効果的に断面力に抵抗する構造とした合成桁橋を採用

するものとする。支間割は、それぞれの河川の流出量に見合う径間長（スパン長）を確保する

とともに、合成桁の構造を有効活用しながら、かつ、連続化することにより、より効率的に桁

高を抑えることを可能とした。合成桁に使用する鋼桁フレームは、重量が軽量であるため、ク

レーンによる架設を想定する。そのため、架設工期・経済性ともに も有利となることや、鋼

桁フレーム自体工場生産となるため、品質管理の面で有効である。 

② 基礎・下部工 

地質調査の結果、両橋の橋台、橋脚とも、周辺付近は岩が露頭しており、基礎構造は直接基

礎とする。施工前に現橋の撤去が必要となるため、下流側に仮設橋を設置し、既存交通を切り

回した後、適宜、既存盛土への影響を考慮しながら、土留め工（親杭横矢板工）を適用し、下

部工を施工する。また、橋台付近巻き込みの盛土法面の洗掘等を防止するため、布団籠による

法面保護工を設置する。河川内の橋脚付近には河床洗掘防護として、蛇籠工による護床工を施

工するものとする。 

③ 取り付け道路 

現道の縦断勾配で排水勾配が確保されていない区間については、日本の「道路構造令」に規

定される 低排水勾配（0.3％）を確保できるよう縦断線形を見直す。また、道路両側には開渠

を必要な区間設置し、路面排水を集約させ、流末に排水させる。盛土の法面の浸食および安定

に配慮し、法面防護工を適宜設置する。舗装は先の国道 9 号線の実績に従い、舗装仕様はアス

ファルトコンクリート舗装とする。交通需要量の推計を見直し、AASHTO に準じて累積等価換

算軸重（ESAL）を計算し、舗装構造の設計を行う。 

(2) 工期について 

一年を通じて温暖な熱帯モンスーン気候の「ラ」国は､雨季（5～10 月）と乾季（11～4 月）に

季節が分かれる。年間平均気温は約 30 度であり、3 月から 5 月にかけて 30 度上回る 高気温を

記録する。サバナケット～セポン付近では１月に 低気温 15 度ぐらいまで下がる。年間降雨量は､

サバナケット近郊（セノ）では約 1,000～1,500mm、セポンでは約 1､500～2,000mm である。 当該

プロジェクトは舗装工事を主とし、施工の品質の良否は気象要件に左右されやすいことから、工

程計画においては、これら雨期、乾期の稼働率を十分に留意する。 
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3.2.1.9 環境社会配慮に係る方針 

自然環境及び社会環境への影響を 小化するために、以下の事項について留意し、設計・施工

に反映させることとする。 

 切土量の 小化 

 用地取得の 小化 

 粉塵防止対策の実施 

 振動・騒音を低減する工法の採用 

 汚染物質流出防止措置の実施 

 河川への汚濁防止措置の実施 

 一般交通阻害軽減のための工事車両の管理 

 工事関係者への安全・衛星管理の啓蒙 

 地域住民のための河川アクセスの確保 

3.2.2 基本計画 

3.2.2.1 全体計画 

(1) ルート案比較及び架橋位置の選定 

1) セクムカーム橋 

線形検討に当たっては、以下の点を考慮し比較案を抽出する。 

① ASEANHIGHWAY 設計基準クラスⅡの幾何構造を満足する。 

② 既存のブロークンバックカーブを解消する。 

③ 既設橋を避ける場合は、ブロークンバックカーブを解消したカーブと既設直線に接続す

るカーブの間に直線が挿入されるため、必要な直線長を確保する。 

④ 既設橋を避ける場合は、施工余裕として 5m の離隔を確保する。 
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出典：調査団作成 

図 3.2.8 検討方針（セクムカーム橋） 

上記の検討方針に基づき、次頁の図 3.2.9 に示す 3 つのルート案で比較を行い、B 案（現橋位置

に架橋）を 適案とした。 
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 A 案：南側架け替え案 B 案：現況位置架け替え案 C 案：北側架け替え案 

概要図 

 

線形概要 
 既存ブロークンバックカーブを解消 
 既設橋南側を通過し、背向曲線に必要な直線を挿入し、1カーブで既設直線

に接続 

 既存ブロークンバックカーブを解消 
 既設橋の位置を通過 

 既存ブロークンバックカーブを解消 
 既設橋北側を通過し、背向曲線に必要な直線を挿入し、1カーブで既設

直線に接続 

走行安全性 

 ASEAN 基準は満足するが、B案よりも線形は劣る 
 現状、道路照明がなく、夜間の橋上走行が困難であることから、照明施

設を適切に配置することが望ましい ○ 

 ASEAN 基準は満足し、他案よりも線形は優れる 
 現状、道路照明がなく、夜間の橋上走行が困難であることから、照明施

設を適切に配置することが望ましい ◎

 ASEAN 基準は満足するが、B案よりも線形は劣る 
 現状、道路照明がなく、夜間の橋上走行が困難であることから、

照明施設を適切に配置することが望ましい 
 ブロークンバックカーブ必要直線区間 500m に対して、220m 程度し

か確保できない。 

△

橋梁構造 
 橋梁全長に曲線区間が入る 
 橋長が既設橋より長くなる ○ 

 新橋の橋台は既設橋の橋台の背面に設置する必要があり、橋長が長くな
る 

 橋梁の一部に曲線区間が入る 
○

 橋梁の一部に曲線区間が入る 
 橋長が既設橋より長くなる 〇

影響家屋 
 特になし 
 大幅に追加買収用地が必要となる 
 既存道路との間に空白地が残る 

× 
 特になし 

◎
 特になし 
 大幅に追加買収用地が必要となる 
 既存道路との間に空白地が残る 

×

支障物件 
 光ファイバー 
 電線・電柱 
 河川の付け替え 

△ 
 光ファイバー 

○
 光ファイバー（既設橋を撤去する場合） 

◎

経済性 
 既存橋を供用したまま、新教工事ができるため仮設橋が不要 
 埋設物（光ファイバー）の移設が必要 
 全区間において用地収用が必要 

△ 
 現況位置での架け替えとなるため、仮設橋が必要となる 
 埋設物（光ファイバー）の移設が必要 
 ブロークンバック改良部において、用地収用が必要 

△
 既存橋を供用したまま、新教工事ができるため仮設橋が不要 
 埋設物（光ファイバー）の移設が必要 
 全区間において用地収用が必要 

△

施工性 
 既存盛土に影響しない離隔を取っているため、問題なし 

◎ 
 既設橋の撤去、仮設橋の設置が必要であるため、完成までに時間がかか

る 
 既設位置に下部工、橋台が残るため、配慮が必要 

△
 既存盛土に影響しない離隔を取っているため、問題なし 

◎

評価  推奨案  

出典：調査団作成 

図 3.2.9 ルート案比較（セクムカーム橋） 

R=400 
R=3000 

R=400 

⑨

⑫

③④ ⑤ ⑦

⑧

R=3000 

背向曲線 

設計速度の 2 倍以上を確保 

ブロークンバックカーブ 

必要直線区間 500m に対して 220m 確保 

ブロークンバックカーブを解消 

追加の用地買収が必要になる 

追加の用地買収が必要になる 
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2) セタームアック橋 

線形検討に当たっては、以下の点を考慮し比較案を抽出する。 

① ASEANHIGHWAY 設計基準クラスⅡの幾何構造を満足する。 

② 既存曲線を生かしつつ、既存曲線上からの延伸線について線形比較を行う。 

③ 既設橋を避ける場合は、施工余裕として 5m の離隔を確保する。 

 
出典：調査団作成 

図 3.2.10 検討方針（セタームアック橋） 

上記の検討方針に基づき、次頁の図 3.2.11 に示す 3 つのルート案で比較を行い、B 案（現況

位置に架橋）を 適案とした。 
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 A 案：南側架け替え案 B 案：現況位置架け替え案 C 案：北側架け替え案 

概要図 

   

線形概要 

 起点側、終点側ともに既存曲線の途中及び延伸上に線形を接続 
 既設橋南側を通過 

 既設橋の位置を通過  終点側を既存曲線の延伸上に線形を振り、既設橋梁の北側へ避けて、R450 
で起点側に接続 

 既設橋南側を通過 

走行安全性 

 ASEAN 基準は満足するが、B案よりも線形は劣る 
 ブロークンバックカーブ必要直線区間 500m に対して、340m 程度しか確

保できない。 
 現状、道路照明がなく、夜間の橋上走行が困難であることから、照明施

設を適切に配置することが望ましい 

△ 

 ASEAN 基準は満足し、他案よりも線形は優れる 
 現状、道路照明がなく、夜間の橋上走行が困難であることから、照明施

設を適切に配置することが望ましい ◎

 ASEAN 基準は満足し、既存線形と同程度の線形 
 現状、道路照明がなく、夜間の橋上走行が困難であることから、

照明施設を適切に配置することが望ましい ○

橋梁構造 

 橋梁の一部に曲線が入る。 
 橋長が既設橋より長くなる △ 

 新橋の橋台は既設橋の橋台の背面に設置する必要があり、橋長が長くな
る 

 橋梁全長を直線区間に設置できるため、構造性・施工性に優れる 
○

 橋梁全長を直線区間に設置できるため、構造性・施工性に優れる 

△

影響家屋  2,3 件 △  特になし ◎  約 10 件 ×

支障物件 
 光ファイバー 
 電線・電柱 

△ 
 光ファイバー 

○
 光ファイバー 
 電線・電柱 

△

経済性 

 既存橋を供用したまま、新教工事ができるため仮設橋が不要 
 埋設物（光ファイバー）の移設が必要 
 住民移転が必要 

△ 

 現況位置での架け替えとなるため、仮設橋が必要となる 
 埋設物（光ファイバー）の移設が必要 △

 既存橋を供用したまま、新教工事ができるため仮設橋が不要 
 埋設物（光ファイバー）の移設が必要 
 住民移転が必要 

△

施工性 

 既存橋と離隔 5m を取っているため、問題なし 

◎ 

 既設橋の撤去、仮設橋の設置が必要であるため、完成までに時間がかか
る。 

 既設位置に下部工、橋台が残るため、配慮が必要 
△

 既存橋と離隔 5m を取っているため、問題なし 

◎

評価  推奨案  

出典：調査団作成 

図 3.2.11 ルート案比較（セタームアック橋） 

Registered Paddy Field 

R=450 

R=900 

⑨

⑫

③ ⑦

⑧背向曲線 

設計速度の 2 倍以上を確保 

背向曲線 

設計速度の 2 倍以上を確保 

R=340 

R=400 

既存 R400 のカーブを延伸し、 

既存橋北側へ線形を振る 

既存 R400 のカーブの途中から 

既存橋南側へ線形を振る 

既存 R340 のカーブを延伸し、 

既存橋南側へ線形を振る 

ブロークンバックカーブ 

必要直線区間 500m に対して 340m 確保 
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(2) 適用基準 

1) 道路設計基準 

「ラ」国の道路設計に関わる基準である“Road Design Manual（1996）”、および ASEAN 

HIGHWAY 基準を適用する。ただし、これらの基準に記載がない事項については、日本の設計

基準「道路構造令の解説と運用 平成 16 年 2 月 社団法人日本道路協会」を適用する。なお、

舗装設計については“舗装に関する AASHTO 指針（AASHTO、1993）”を適用する。 

2) 橋梁設計基準 

橋梁計画は、原則として「ラ」国の基準“Road Design Manual（1996）”に準拠し、記載の無

い事項については、日本の設計基準（「道路橋示方書・同解説 Ⅰ～Ⅴ 平成 24 年 3 月 社団

法人 日本道路協会」）を準用する。 

(3) 橋梁の線形及び幅員構成 

1) 道路縦断及び平面線形 

道路縦断線形は、周辺への擦り付きを考慮し、極力現況の道路高さを踏襲し、橋梁部では、

計画高が も低くなる橋台前面で H.W.L＋余裕高をコントロールした縦断計画とする。一方、

小縦断勾配は、排水勾配を確保するため、0.3％を確保するものとする。また、平面線形につ

いても、極力、周辺への影響を考慮し、既設道路の線形を踏襲する。ただし、セクムカーム橋

については、現状、幾何構造基準を従属しないブロークンバックカーブを解消するため、隣接

する曲線をひとつの単曲線に修正した平面線形とする。 

2) 橋梁部の基本幅員構成 

橋梁部の基本幅員は、図 3.2.12 に示す通りである。なお、セタームアック橋は 1.5m の歩道幅

員が付加される。地覆構造寸法は日本基準（道路橋示方書）に準拠し、車道部は幅 400mm の地

覆を設ける。防護柵は歩車道兼用車両用防護柵を採用するものとし、詳細については、本報告

書内の橋梁一般図に示す。 

 
 （セクムカーム橋） （セタームアック橋） 

出典：調査団作成 

図 3.2.12 橋梁部基本幅員構成 
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3) 歩道幅員について 

セタームアック橋周辺は集落が隣接しており、歩行者が多く、既存橋梁の両側にも歩道が設

置されている。「ラ」国側は新設橋梁についても歩道を設置する意向を強く示していることか

ら、周辺住民の渡河状況を考慮して歩道計画を立案するものとする 

ただし、セクムカーム橋は既存橋梁には歩道がなく、点検用の監査歩廊（幅 40cm）程度が存

在するのみである。セクムカーム橋の歩道設置については、現行の横断者数（1 名／日）を考

慮し、本格的な歩道は設置しないものとする。ただし、橋梁点検用、非常時等、「ラ」国側と

協議のうえ、必要な監査歩廊の設置については、詳細設計時に検討するものとする。 

なお、歩道設置幅は、既存の歩道幅員（1.5m）及び図 3.2.13 に示す日本の基準を考慮し、2

名の歩行者が安全にすれ違うことができ（1.5m=0.75m×2）、また、自転車や車イスの利用者が

通行可能な（1.0m 以上）幅員として 1.5m を採用する。 

 
出典：道路構造令の解説と運用 

図 3.2.13 道路利用者の占有幅 

(4) 設計に用いる定数 

1) 使用材料 

使用材料の規格・設計基準強度等は、以下のように設定する。コンクリートについては、無

筋コンクリート、鉄筋コンクリート、プレストレストコンクリートにおける 低基準強度値を

採用する。鉄筋については、「ラ」国の鉄筋工場調査を行い、そこで入手した材料強度に準じ

て、日本国の鉄筋仕様を想定し、採用する。 

表 3.2.7 コンクリートの基準強度 

使用区分 設計基準強度（N/mm2） 

無筋コンクリート 18 

鉄筋コンクリート（橋台、橋脚） 21 

鉄筋コンクリート（床板） 24 

鉄筋コンクリート（杭） 30 

プレストレストコンクリート 40 

出典：道路橋示方書 



ラオス国国道 9号線橋梁改修計画準備調査 

準備調査報告書 

3-23 

表 3.2.8 鉄筋仕様 

降伏点強度（N/mm2） 

丸鋼 
異形鉄筋（SD295） 
異形鉄筋（SD345） 

σpy> 235 
295<σpy<390 
345<σpy<440 

出典：道路橋示方書 

表 3.2.9 鋼材仕様 

小引張強度（N/mm2） 

SS400,SM400 
SM490,SM490Y 

SM520 

410 
500 
530 

出典：道路橋示方書 

2) 単位体積重量 

設計計算に用いる単位体積重量を以下に整理する。 

表 3.2.10 単位体積重量（kN/m3） 

使用区分 単位体積重量 

無筋コンクリート 23.0 

鉄筋コンクリート 24.5 

プレストレストコンクリート 24.5 

舗装 22.5 

出典：道路橋示方書 

 

地盤 土質 ゆるいもの 密なもの 

自然地盤 

砂及び砂れき 18 20 

砂質土 17 19 

粘性土 14 18 

盛土 

砂及び砂れき 20 

砂質土 19 

粘性土 18 

出典：道路橋示方書 

3) 許容値 

設計計算に用いる許容値を以下に整理する。 

表 3.2.11 鉄筋コンクリート構造に対する許容圧縮応力度（N/mm2） 

コンクリートの設計基準強度

応力度の種類 
21 24 27 30 

1) 曲げ圧縮応力度 7.0 8.0 9.0 10.0 

2) 軸圧縮応力度 5.5 6.5 7.5 8.5 

出典：道路橋示方書 
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表 3.2.12 プレストレストコンクリート構造に対する許容圧縮応力度（N/mm2） 

コンクリートの設計基準強度

応力度の種類 
30 40 50 60 

プレスト
レッシング
直後 

曲げ圧縮応力度 

1) 長方形断面の場合 15.0 19.0 21.0 23.0 

2) T 形及び箱形断面の
場合 

14.0 18.0 20.0 22.0 

3) 軸圧縮応力度 11.0 14.5 16.0 17.0 

その他 
曲げ圧縮応力度 

4) 長方形断面の場合 12.0 15.0 17.0 19.0 

5) T 形及び箱形断面の
場合 

11.0 14.0 16.0 18.0 

6) 軸圧縮応力度 8.5 11.0 13.5 15.0 

出典：道路橋示方書 

表 3.2.13 鉄筋の許容応力度（N/mm2） 

鉄筋の種類

応力度、部材の種類等 
SD295 SD345 

引張応力度 

1) 活荷重及び衝撃以外の主荷重 100 100 

2) 荷重の組合せに衝突荷重又は地震
の影響を考慮しない場合の許容応
力度の基本値 

一般の部材 180 180 

床版及び支間長10m以下の
床版橋 

140 140 

3) 荷重の組合せに衝突荷重又は地震
の影響を考慮する場合の許容応力
度の基本値 

桁の軸方向への配慮 180 200 

その他 180 200 

4) 鉄筋の重ね継手長又は定着長を算出する場合の許容応力度の基
本値 

180 200 

5) 圧縮応力度 180 200 

出典：道路橋示方書 

3.2.2.2 道路計画 

(1) 道路の幅員構成 

道路幅員を図 3.2.14 に示す。 

 
出典：Road Design Manual(1996)に基づき調査団作成 

図 3.2.14 道路部幅員構成 
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(2) 幾何構造の基準値 

道路幾何構造基準は、原則「ラ」国 Road Design Manual（1996）に準拠し、ASEANHIGHWAY

基準のクラスⅡを満たす基準値を採用する。表 3.2.14 に主要な幾何構造の基準値を示す。 

表 3.2.14 幾何構造の基準値 

道路区分 Class II（設計交通量 3,000 - 8,000PCU/日） 

地形 平坦地 

車線数 2 

車道幅員（m） 3.5 

路肩幅（m） 1.5 

横断勾配 3.0％（車道部）、5.0％（路肩部） 

曲線部の 大片勾配 10％ 

大縦断勾配 5％ 

設計速度（km/h） 80 

少曲線半径（m） 250 

片勾配を省略できる 小曲線半径（m） 4,000 

縦断曲線の 小半径（m） 
凸型 5,000 

凹型 2,000 

縦断曲線長（m）  70 

ROW 幅（m） 50 

出典：調査団作成 

(3) 舗装設計 

1) 設計手法 

舗装設計は、過去の無償資金協力による道路改修、他ドナーのプロジェクトおよび「ラ」国

の実績から、AASHTO 指針に準拠することとする。AASHTO では、解析・設計期間内に対象道

路を通行する大型車による累積軸重（＝舗装に与えるダメージ）の予測値（W18）と路床土強

度（MR）を基に、以下の関係式を用いて要求される舗装構造の強度（SN）を算出する。 

   

 

  07.8log32.2

1
109440.0

5.12.4
log

20.01log36.918log 10

19.5
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W18  ：累積軸重（18kip＝8.16ton の軸重が解析・設計期間内に対象道路を通過した回数） 

MR  ：路床のレジリエント係数（CBR×1,500 で換算） 

SN  ：舗装構造に要求される強度を表す値 

ZR  ：信頼性係数 

S0  ：全体の標準偏差（アスファルト舗装の基準値＝0.45） 

⊿PSI  ：舗装の供用性指数の低下分（初期値 P0＝4.2、終局値 Pt＝2.5 とし P0 - Pt＝1.7） 
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上記関係式から算出した SN 値を上回る強度を持つ舗装構造を、以下の計算式を用いて決定

する。 

4443332211 mDamDaDaDaSN p 
 

SNp ：舗装構造の持つ強度を表す値 

an ：各層（表層～下層路盤）の材料係数 

Dn ：各層の厚さ 

mn ：各層の排水係数 

2) 設計条件 

前述した手法を用いて舗装設計するにあたり、前回改修時に対して、今回調査した内容を更

新た。前回改修時と本プロジェクトとで用いる設計条件の比較表を表 3.2.15 に示す。 

表 3.2.15 舗装設計条件比較表 

項 目 前無償 今事業 備 考 

1. 設計変数 設計期間 10 年 10 年  

信頼性（R） 85％ 85％  

全標準偏差（Z0） 0.45 0.45  

2. 供用性基準 舗装のサービス指数初期値（P0） 4.2 4.2 
 

舗装のサービス指数終局値（Pt） 2.5 2.5 

3. 設計車両の 
ダメージ係数 

大型バス（2軸） 1.005 1.005 

 

トラック 0.113 

0.171 大型トラック（2軸/4 輪） 0.899 

大型トラック（2軸/6 輪）  

大型トラック（3軸以上/6 輪以上） 2.558 2.225 

大型トラック（3軸以上/10 輪以上)   

トレーラ（3軸以上/18 輪以上） 3.955 

4.810 トレーラ（3軸以上/22 輪以上）  

2 連トレーラ 6.469 

4. 設計期間の累
積軸重（W18） 

 2.88×106
4.41×106 

3.45×106 
セクムカーム橋 
セタームアック橋 

5. 材料特性 路床の設計 CBR 値 5-6 6  

表層材料係数（AC） 0.42 0.42 

 
基層材料係数（AC） 0.42 0.42 

上層路盤材料係数（粒調砕石） 0.135 0.135 

下層路盤材料係数（クラッシャラン） 0.108 0.108 

6. 排水係数 上層路盤 1.00 1.00 
 

下層路盤 0.95 1.00 
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設計期間 

設計期間は、AASHTO、我が国のアスファルト舗装要綱、および「ラ」国道路設計マニュア

ルでは 10 年を原則としていることから、本プロジェクトでは 10 年を採用する。 

信頼性 

舗装設計における信頼性（R）とは、その設計期間内において設定した交通・環境条件の下で、

設計された舗装構造がその機能を満足に果たす確率を意味する。AASHTO では対象道路の機能

分類（重要度）に応じて R は表 3.2.16 の通り分類されている。また、設定した R に応じて信頼

性係数（ZR）が表 3.2.17 の通り定められている。 

国際幹線道路の一部である国道 9号線に要求される信頼性は 85％ (地方部幹線道路の中間値)

が妥当であると考えられる。 

表 3.2.16 道路機能分類による信頼性（R）の推奨値 

機能 
信頼性の推奨値 (％) 

都市部 地方部 

州際道路およ
び高速道路 

85 – 99.9 80 – 99.9 

幹線道路 80 – 99 75 – 95 

集散道路 80 – 95 75 – 95 

地方道路 50 – 80 50 – 80 

出典：舗装に関する AASHTO 指針 

表 3.2.17 設定した信頼性（R）に対応する信頼性係数（ZR） 

R (％) ZR 

50 0.000 

60 -0.253 

70 -0.524 

75 -0.674 

80 -0.841 

85 -1.037 

90 -1.282 

95 -1.645 

99.9 -3.090 

出典：舗装に関する AASHTO 指針 

設計車両のダメージ係数 

設計期間における累積軸重（W18）を算出するため、車種別のダメージ係数（DF）を求める。

本プロジェクトではDPWTサバナケットが管理している 9号線沿いの軸重計測所において 2013

年に通行車両の実測を行っていることから、その結果を基に AASHTO の手法を用いて DF を求

めた。なお、車両区分が 2013 年調査時と異なるため、交通量で比例配分して DF を算出した。

前回改修時、2013年調査時及び本プロジェクトで用いる車種別 DFの比較表を表 3.2.18に示す。 
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表 3.2.18 車種別ダメージ係数比較表 

車種 前回改修時 2013 年調査時 本プロジェクト 

大型バス（2軸） 1.005 1.005 1.005 

トラック 0.113 0.113 

0.171 大型トラック（2軸/4 輪） 
0.899 0.899 

大型トラック（2軸/6 輪） 

大型トラック（3軸/6 輪） 
2.558 2.225 2.225 

大型トラック（3軸/10 輪） 

トレーラ（3軸/18 輪） 
3.955 3.887 

4.810 トレーラ（3軸/22 輪） 

2 連トレーラ 6.469 5.959 

設計期間内の累積軸重 

上記で設定した設計車両のダメージ係数（DF）と本プロジェクトで実施した 9 号線の将来交

通需要予測結果から、設計期間内の累積軸重（W18）を求める。表 3.2.19、表 3.2.20 にその結

果を示す。舗装設計には安全側であるセタームアック橋の累積軸重を使用する。 

表 3.2.19 セクムカーム橋の設計車両の年日平均交通量（台／日）および累積軸重荷重（W18） 

 
（注）年間 W18＝年日平均交通量×365 日×DF 

Large bus Light truck Medium truck Heavy truck Total

2015 31 221 299 126 1,840

2019 40 280 390 166 2,421

2020 43 297 417 178 2,594

2021 45 318 446 190 2,784

2022 47 338 476 204 2,976

2023 50 359 509 218 3,182

2024 53 382 543 234 3,402

2025 55 405 580 251 3,628

2026 59 435 621 268 3,882

2027 64 467 665 287 4,154

2028 69 502 713 307 4,445

Total
(2019-2028)

525 3783 5360 2303

Total yearly traffic volume 191,573 1,380,893 1,956,491 840,468

DF 1.005 0.171 2.225 4.810

W18(Both direction) 192,531 235,483 4,353,193 4,042,902 8,824,109

W18(One direction) 4,412,054

Daily
traffic

volume (vehicle/day)
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表 3.2.20 セタームアック橋の設計車両の年日平均交通量（台／日）および累積軸重荷重（W18） 

 

路床強度（設計 CBR） 

本調査の調査結果では、路床の CBR 値は 19％以上と比較的地盤のよい結果となった。しか

しながら、2013 年調査時の本調査区間を含む区間の CBR 値は 6％と出ていることから、安全

側を考慮して、本設計では 6％を設計 CBR とする。 

舗装各層の材料係数 

舗装を構成する各層は使用する材料の性質や強度によって、それぞれ固有の材料係数を有す

る。AASHTO 指針には、各材料の物理特性（弾性係数や CBR 値）を材料係数に転換する相関

図（ノモグラフ）が掲載されている。この相関図を用いて、本プロジェクトで使用する舗装各

層の材料係数を表 3.2.21 の通り設定した。 

  

Large bus Light truck Medium truck Heavy truck Total

2015 39 198 267 148 4,863

2019 50 249 348 195 6,632

2020 53 264 372 209 7,169

2021 56 282 395 223 7,764

2022 59 300 422 239 8,364

2023 62 319 451 256 9,012

2024 66 339 481 275 9,710

2025 69 357 511 295 10,500

2026 74 383 547 315 11,245

2027 80 412 586 337 12,042

2028 86 442 628 360 4,238

Total
(2019-2028)

656 3346 4741 2705

Total yearly traffic volume 239,480 1,221,399 1,730,317 987,228

DF 1.005 0.171 2.225 4.810

W18(Both direction) 240,678 208,285 3,849,955 4,748,857 9,047,775

W18(One direction) 4,523,887

Daily
traffic

volume (vehicle/day)
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表 3.2.21 舗装各層の材料係数 

層 材料 材料係数 

表層 アスファルト混合物 0.420 

基層 アスファルト混合物 0.420 

上層路盤 粒調砕石 0.135 

下層路盤 クラッシャラン 0.108 

舗装各層の排水係数 

対象区間は盛土区間であり、滞水区間でないことから、排水係数は 1.0 を使用する。 

舗装構造指数 SN 

上述した計算方法により算出した必要舗装構造指数を以下に示す。 

 舗装構造指数 SN：4.52×106 

3) 舗装設計 

上述した必要舗装構造指数を満足し、また、AASHTO で定められた各材料の 小厚さを満足す

るように各層の舗装厚を決定した。以下にアプローチ部の舗装厚を表 3.2.22 に示す。 

表 3.2.22 舗装構成 

 

(4) 土工構造 

取り付け道路の盛土高と盛土勾配および切土高と切土勾配は以下のとおりとする。 

表 3.2.23 盛土高と盛土勾配 

 土の種類 
勾配 

（H＜6m） 
勾配 

（6m＜H＜10m） 
摘 要 

盛土 普通土 1:1.5 1:2.0 
5m 毎に小段設置 

Road Design Manual による 

切土 普通土 1:1.0 1:1.0 
5m 毎小段設置 

同上 

岩：風化岩 
新鮮岩 

1:0.5 
1:0.3 

5m 毎に小段設置  

 

  

層 材料 材料係数 排水係数 厚さ (cm) SN合計 必要SN 最小厚さ

表層 AC 0.420 1.00 5.00

基層 AC 0.420 1.00 5.00

上層路盤 粒調砕石 0.140 1.00 20.00 15

下層路盤 クラッシャラン 0.108 1.00 30.00 15

4.03 3.98

9
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(5) 付帯施設 

照明施設は、道路照明施設設置基準に従い設置計画を行う。条件は、以下のとおりとする。 

表 3.2.24 平均路面輝度 

 
出典：道路照明設置基準 

 セクムカーム橋：外部条件 C（道路交通に影響を及ぼす光がほとんどない道路沿道の

状態） 

一般国道／主要幹線道路：0.5cd/m2 

 セタームアック橋：外部条件 A（道路交通に影響を及ぼす光が連続的にある道路沿道の

状態） 

一般国道／主要幹線道路：1.0cd/m2 

3.2.2.3 橋梁計画 

(1) 設計条件 

1) 確率年数 

「ラ」国では、各河川によって確率年数が設定されている。 大河川のメコン川では、架

橋する場合において、100 年確率が採用されている。その他の一般河川橋梁、例えばヒンフー

プ橋やセコン橋では、50 年確率が採用されている。対象 2 橋梁については、前項（3.2.1.2 参

照）示す調査結果から、セタームアック橋の既往 大洪水位の痕跡は、現橋の桁下を超えて

いたことが目視調査および現地ヒアリング調査で確認されている。そのため、一般河川橋梁

ではあるものの、セタームアック橋は 100 年確率の計画高水位を採用する。また、セクムカー

ム橋も同一水系に位置することから、同条件とし、100 年確率の計画高水位を採用するものと

する。 

2) 計画高水流量 

前項「3.2.1.2 (1) 河川計画の方針」より、橋梁計画における 100 年確率の計画高水流量は、

表 3.2.25 に示すとおりである。 
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表 3.2.25 計画高水流量 

橋梁名 確率年 計画高水位(m) 計画高水流量(m3/s) 

セクムカーム橋 1/100 EL.172.343 1,153 

セタームアック橋 1/100 EL.169.090 3,950 

出典：調査団作成 

3) 設計流速 

前項「3.2.1.2 (1) 河川計画の方針」より、橋梁計画における 100 年確率の設計流速は、表 3.2.26

に示すとおりである。 

表 3.2.26 設計流速 

橋梁名 確率年 設計流速(m/s) 

セクムカーム橋 1/100 2.44 

セタームアック橋 1/100 3.16 

出典：調査団作成 

4) 余裕高さ 

上記、表 3.2.25 に示される計画高水流量をもとに、河川管理施設等構造令に準拠し、計画高

水位からの必要な高さを確保する。なお、計画橋梁位置での河川状況を確認すると、かなり大

きな流木等が流れ着いていることもあるため、計画高水流量に対する余裕高さの他に砂防河川

としての余裕高さ（50cm）も考慮する。セクムカーム橋、セタームアック橋の余裕高さは、表

3.2.27 に示す値以上を確保する。 

表 3.2.27 余裕高さ 

橋梁名 余裕高さ(m) 備考(Q：計画高水流量 m3/s) 

セクムカーム橋 1.00 + 0.50 = 1.50   500≦Q＜2,000 の場合 

セタームアック橋 1.20 + 0.50 = 1.70 2,000≦Q＜5,000 の場合 

出典：調査団作成 

5) 根入れ深さ 

前項、「3.2.1.2 (1) 河川計画の方針」より、また河川管理施設等構造令より、河川内基礎の

根入れ深さは、図 3.2.15 に示すように 2.0m 以上を確保する。 
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出典：河川管理施設等構造令 

図 3.2.15 河川内基礎根入れ深さ 

6) 河積の阻害率 

国道 9 号線は、東にベトナム国境、西にタイ国境を結ぶ国際幹線道路の一つで、重要な道路

である。重要な幹線道路の場合、日本国内の基準を参考にすると、河川管理施設等構造令より

河積阻害率は 5％未満を確保することを本計画でも遵守する。河積阻害率の計算式は、下記の

基本式によって算出する。 

           橋脚幅の合計 
   河積阻害率＝           ×100（％）＜5％ 
             河川幅 

7) 径間長 

径間長は、日本の河川管理施設等構造令より（本令の場合、径間長の定義は、橋梁構造上、

支間長と同意語。なお、橋台が取り付く径間長の定義は、パラペット前面から橋脚中心までの

距離を言う。）、次式によって算出するものとする。基準径間長算定の流れは、図 3.2.16 に示す。 

  L＝20＋0.005Q（ただし、L≦70m） 

  ここに、 

   L：基準径間長（m） 

   Q：計画高水流量（m3/s） 
  

橋 梁 名 計画高水流量（m3/s） 基準径間長（m）

セクムカーム橋 1,153 26.0 以上 

セタームアック橋 3,950 40.0 以上 
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出典：国交省 

図 3.2.16 基準径間長算定の流れ 

8) 荷重条件 

死荷重 

死荷重は、表 3.2.28 に示す通り、道路橋示方書・同解説（日本）により定められた単位重量

を用いる。 

表 3.2.28 材料の単位重量 

材 料 単位重量（kN/m3） 

鋼・鋳鋼・鍛鋼 77.0 

鋳鉄 71.0 

鉄筋コンクリート 24.5 

無筋コンクリート 23.0 

セメントモルタル 21.0 

アスファルト舗装 22.5 

砂及び砂礫 20.0 

砂質土 19.0 

粘性土 18.0 

出典：道路橋示方書・同解説（日本） 
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活荷重 

活荷重は、「ラ」国の基準（Road Design Manual (1996)）に従い、HS25-44 で規定されている

荷重を用いる。 

衝撃 

活荷重の載荷に際して、衝撃を考慮するものとする。算出方法は、道路橋示方書・同解説（日

本）を適用する。なお、下部構造の設計に用いる上部構造反力には、活荷重による衝撃を考慮

しない。 

土圧 

土圧は、構造物の種類や土質条件を適切に考慮して設定するものとする。算出方法は、道路

橋示方書・同解説（日本）を適用する。 

水圧 

水圧は、水位の変動、流速、洗掘の影響及び橋脚の形状・寸法を適切に考慮して設定するも

のとする。算出方法は、道路橋示方書・同解説（日本）を適用する。 

浮力または揚圧力 

浮力または揚圧力は、間げき水や水位の変動を適切に考慮して設定するものとする。 

風荷重 

橋脚や桁に作用する風荷重は、架橋地点の位置、地形及び地表条件や橋の構造特性、断面形

状によって大きく変動する。しかし、今次調査では、架橋地点の風による橋脚や桁に与える影

響がほとんどないため、考慮しないものとする。 

温度変化の影響 

対象橋梁位置付近の気温は、前項 2.2.2 に記述されているように、年平均 高気温で約 36℃

（月平均 高気温：39℃、4 月）、年平均 低気温で約 20℃（月平均 低気温：13℃、12 月）

である。この結果より、年平均気温は約 28℃である。月平均 高気温と月平均 低気温の温度

差を考慮すると、年平均気温に対して温度変化を±15℃として設定する。 

地震の影響 

「ラ」国国内で 1975 年から 2015 年 6 月にかけて発生したマグニチュード M4.0 以上の地震分

布図を図 3.2.17 に示す。「ラ」国ではタイ、ミャンマー、中国、ベトナムとの国境に近い北部・

中部地域では地震が発生しているが、調査地域となるサバナケット県及びその周辺においても、

これまでに地震の記録はなく（図 3.2.17 中、○印）、微小なものと思われる。一方、マグニチュー

ドと地震を分類すると、表 3.2.29 のとおりとなる。さらに、日本周辺での発生頻度の例を挙げ

ると、地震の規模とマグニチュードの関係は、表 3.2.30 のとおりであり、参考にできる値である。 

橋梁で用いているすべり支承の摩擦係数は、 も小さいものでも 0.05 としており、微動に相

当する。サバナケット県では地震の影響はゼロとしてもよいが、周辺では微小地震程度の地震

は発生しているものと思われ、表 3.2.30 に示されるように震央付近でもごく稀に有感となるこ

となどを勘案すると、地震の影響として、横方向の動きがあるものと想定して、すべり支承よ

りもやや大きい 0.06 の値を設定する。 
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出典：調査団作成 

図 3.2.17 「ラ」国の地震発生分布図 

表 3.2.29 マグニチュードによる地震の分類 

巨大地震 8≦M 

大地震 7≦M 

中地震 5≦M＜7 

小地震 3≦M＜5 

微小地震 1≦M＜3 

極微小地震 1＜M 

出典：防災科学技術研究所 

 



ラオス国国道 9号線橋梁改修計画準備調査 

準備調査報告書 

3-37 

表 3.2.30 地震の規模とマグニチュードの関係 

 
出典：防災科学技術研究所 

衝突荷重 

河川増水時に流木が衝突する恐れがあるため、衝突荷重は、適切に設定するものとする。算

出方法は、道路橋示方書・同解説（日本）を適用する。 

(2) 橋梁基本計画 

1) 基本方針 

本調査の橋梁計画において、基本方針及び方針内容は、表 3.2.31 に示すとおりであり、本方

針に沿って橋梁計画を進め、橋梁規模、橋梁形式を決定するものとする。 

  

M 地震の概略（浅い地震の場合） 日本周辺での発生

無数に発生している

１時間に１０回程度

１日に数１０回程度

１日に数回程度

１分に１～２回程度

数百年に１回程度

１年に１～２回程度

１０年に１回程度

１年当たり、
１０～１５回程度

１ケ月に１０回程度

人間に感じることはない。

中
地
震

小
地
震

微
小
地
震

極
微
小
地
震

-1

震央付近で小被害が出る。M７に近いと、条
件によっては大被害となる。

被害が出ることは少ない。条件によっては、震
央付近で被害が出る。

震央付近で有感となる。震源がごく浅いと、震
央付近で軽い被害が出る。

震央付近で有感となることがある。

震源が、ごく浅い場合に、震央付近で、まれに
有感となることがある。

人間に感じることはない。

人間に感じることはない。

人間に感じることはない。

5

4

3

2

1

0

7

内陸の地震では大災害となる。海底地震では
津波を伴う。

巨
大
地
震

大
地
震

6

名称

数100～1,000kmの範囲に大きな地殻変動を
生じ、広域に大災害・大津波をもたらす。

9

8

内陸に起これば、広域にわたり大災害、海底
に起これば大津波が発生する。
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表 3.2.31 橋梁計画の基本方針 

計画方針 方針内容 

①適切な線形及び架橋位置 
橋梁建設費は道路建設費に比べて割高となることから、原則、橋梁区間は
出来るだけ短く、安全で快適な走行を可能とする路線線形・架橋位置を選
定する。 

②経済性 
橋梁は上・下部工（基礎含む）を合わせた建設費の経済性を考慮するとと
もに維持管理に要するコストを加味したうえで、ライフサイクルコストに
配慮した橋種及び橋梁形式を選定する。 

③施工の確実さ 
（安全対策に関する配慮） 

安全第一を優先として、確実な橋梁架設工法とする構造形式を選定すると
ともに、通行する車両及び周辺住民等、第 3 者の安全にも配慮した計画と
する。 

④景観性 
周囲の自然環境との調和に配慮する。また、既設橋の残置・撤去による景
観にも配慮する。 

⑤耐震性 
地震の影響を考慮し、適切な耐震設計を行う（第 2メコン国際橋、ヒンフー
プ橋、セコン橋では地震の影響として水平係数は 0.06 を考慮）。 

⑥桁下高さへの対応 
雨期の増水時による洪水、流木等の衝突による橋桁、橋台、橋脚への影響
を考慮し、気象・水文情報収集を行い、水理・水文解析により必要な桁下
余裕高、支間長、護岸対策を検討する。 

⑦季節的な流況変化への対応 
雨期と乾期における工程計画に配慮した橋梁形式・計画路面高の決定・架
設工法を検討する。 

⑧施工スペースの考慮 
極力、一般車両の通行を妨げない限定的なヤードで施工できる橋梁形式、
架設工法を選定する。 

⑨輸送上の問題への対応 
橋梁部材や架設資機材について、長さ・高さ・重量など、輸送上の制約を
調査したうえで、条件に適合する橋梁形式及び架設工法を選定する。 

⑩交通安全に関する配慮 
工事用道路、仮設橋梁、施工ヤードの設置において、十分な視距を確保で
きるよう配慮する。 

⑪社会的（交通）弱者に対する
配慮 

社会状況調査の結果をもとに「ラ」国側と十分協議を行った上で、歩道の
設置の有無および幅員構成を決定する。 
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2) 基本計画の作業フロー 

橋梁計画における基本的な考え方、作業の流れを図 3.2.18 に示す。 

 
図 3.2.18 橋梁形式選定フロー 

3) 架橋位置の選定 

a) 選定方針 

架橋位置は、代替案を想定した上で、下記の方針により、総合的に判断して適切な位置を選

定する。 

【基本事項】 

 安全で滑らかな交通流を可能とする取付け道路の線形に留意した位置 

 一般車両の通行をできるだけ妨げずに施工できるスペースを確保できる位置 

【当該地の特徴に留意した事項】 

 既存橋周辺の民家・建物に立ち退き等に影響を極力与えない位置 

 9 号線南側沿線に埋設される光ファイバーケーブル等に支障のない位置 

 河川が湾曲しているため、橋梁との交差角ができるだけ大きく取れる位置 

①設計基準、設計条件の合意
②既存橋梁の現況把握
③道路条件の確認（平面・縦断線形、幅員構成等）
④河川条件（河川断面、計画洪水流量、計画洪水位等）
⑤地形地盤条件（平坦性、勾配、地質等）
⑥環境条件（地域特性、自然条件、国立公園、社会環境）

取付道路を含めた架橋位置および橋長は、河川条件や環境条件、経済性、施工性、走行性を考慮し決定

径間長、径間数は、河川条件（基準径間長等）、現橋の橋脚位置等より決定

①線形や河川条件、環境条件を満足する形で考えられる形式を抽出
②橋梁中心線の設定（既設橋梁位置、取付道路の整合性）

諸条件より形式案策定上の考慮すべき
ポイントを整理

START

2.架橋位置・橋長の決定

3.支間割案の抽出

4.形式選定におけるポイントの整理

5.橋梁形式案の抽出

★考慮すべきポイント★
①経済性　②施工性　③維持管理性　④構造性　
⑤環境性　⑥走行性　⑦景観性　等

★チェック項目★
各形式の適用支間、支間バランス、
桁高、桁下余裕高さなど

1.諸条件の整理

各案の概略構造検討を踏まえ、ポイントの整理とポイント毎の評価を行うことにより客観的な評価を行う。

6.選定形式の比較

7. 適案の選定
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b) 架橋位置の提案 

架橋位置は、全体道路線形は見直しをするものの、施工期間中の対応、周辺環境への影響等

を勘案すると、セクムカーム橋、セタームアック橋共に現橋位置が 適と評価された。各評価

結果は、前項「3.2.2.1 全体計画」を参照されたい。 

c) 橋台位置・橋長の検討 

橋台位置は、セクムカーム橋及びセタームアック橋共に、これまでの河川記録やヒアリング

から、現況橋台位置を氾濫するような洪水がなかったこと、計画高水位や計画高水流量からも

現橋台位置を侵す氾濫は発生しないこと等を勘案する必要がある。さらに、計画高水流量から

求められた必要径間長を確保する必要がある。 

この結果、橋台位置は、セクムカーム橋及びセタームアック橋共に現橋位置と同位置とする。

各々の橋梁の橋台位置（パラペット前面）間の距離（橋長）は以下のとおりとなる。 

 セクムカーム橋 ： 90.0m 

 セタームアック橋 ： 160.0m 

4) 橋種・橋梁形式の検討 

a) 上部工形式と適用支間割り 

前項「3) c) 橋台位置・橋長の検討」より、セクムカーム橋の橋長は 90.0m、セタームアック

橋の橋長は 160.0m となる。また、前項「3.2.2.3 (1) 7) 径間長」より、セクムカーム橋の径間長

（ここでは、支間長と定義する）は 26.0m 以上必要となる。橋長 90.0m での支間割りを踏まえ

ると 30.0m 以上の支間長が望ましいと言える。一方、セタームアック橋の支間長は、40.0m 以

上必要となる。 

以上より、支間長、橋長を満足できるセクムカーム橋及びセタームアック橋の支間長の配置

は、各々、以下のケースが選定され、さらに、選定された支間長に対して、適用可能な橋梁形

式は、表 3.2.32 に示す鋼橋及びコンクリート橋の上部工形式となる。 

【セクムカーム橋】 

2 等径間案：2＠45.0m＝90.0m （鋼 I 桁橋、鋼箱桁橋、鋼床版箱桁橋、PC 連結 T 桁橋、PC

箱桁橋） 

3 等径間案：3＠30.0m＝90.0m （鋼 I 桁橋、PC 連結 T 桁橋、PC 中空床板橋、PC 箱桁橋） 

【セタームアック橋】 

3 等径間案：3＠53.3m≒160.0m （鋼 I 桁橋、鋼箱桁橋、鋼床版箱桁橋、PC 箱桁橋） 

4 等径間案：4＠40.0m＝160.0m （鋼 I 桁橋、鋼箱桁橋、鋼床版箱桁橋、PC 連結 T 桁橋、PC

箱桁橋） 
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表 3.2.32 上部工形式と推奨適用径間 

 

 
＠30.0m 

＠40.0m 

＠45.0m 

＠53.3m 
出典：橋梁ハンドブック 

表 3.2.32 の PC 中空床板橋及び PC 箱桁橋においては、いずれも架設工法が「固定支保工」で

あり、現地の乾期、雨期を通して行う河川内の工事には不適である。このため、雨期、乾期を

通して施工が可能である「押出し工法」を想定する。ただし、PC 中空床板橋の場合、押し出し

工法は不可能であるため、本調査での適用形式からは除外される。 

なお、前述、表中外で本邦技術として適用可能であり、推奨できる形式として「合成床板橋」

がある。本調査では、この合成床板橋も取り上げ、セクムカーム橋及びセタームアック橋の橋

梁形式を選定する。 

b) 支間割りの検討 

前項、「a) 上部工形式と適用支間割り」より、セクムカーム橋は 2 等径間案、3 等径間案が

想定され、セタームアック橋は 3 等径間案、4 等径間案が想定された。各々の橋梁の支間割り

の比較について、橋梁形式の観点から表 3.2.33 に示す。結果として、セクムカーム案は 3 等径

間案、セタームアック橋は 4 等径間案が、計画高水流量から求められた基準径間長を踏襲する

ことで総合的に有利である。 

構造分類 断面形状 架設工法

トラス橋
タワークレーン等の

使用による架設

アーチ橋
タワークレーン等の

使用による架設

適　用　支　間　（ｍ）
桁高支間比

20 40 60 80 100

鋼

　

　

　

橋

鋼桁橋

Ｉ桁橋 ｸﾚｰﾝ架設

箱桁橋
ｸﾚｰﾝ架設

送出し架設

鋼床版

箱桁橋

ｸﾚｰﾝ架設

送出し架設
1/22～1/28

主桁高/支間長

1/7.0～10.0

スパンライズ比

1/5.3～76.3

1/16～1/22

1/20～1/30

構造分類

固定支保工場所打ＲＣ

プレテン桁

Ｔ桁橋

床版橋

ポステン

(場所打)

ＰＣ場所

打ち桁橋

連結T桁橋

中空床版橋

箱桁橋 固定支保工 1/16～1/22

ｸﾚｰﾝ架設

架設桁架設
1/13～1/17

ｸﾚｰﾝ架設

固定支保工 1/20～1/24

1/14～1/25

コ

ン

ク

リ
ー

ト

橋

1/8～1/11

桁高支間比
20 40 60 80 100

断面形状 架設工法
適　用　支　間　（ｍ）

適用支間長 

固定支保工 
押し出し工法 1/13～1/22 
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表 3.2.33 支間割りの検討 

 
セクムカーム橋（橋長：90.0m） セタームアック橋（橋長：160.0m） 

2 等径間案 3 等径間案 3 等径間案 4 等径間案 

支間長(m) 45.0 30.0 53.3 40.0 

想定桁 
高さ(m) 

鋼 I 桁系*) 2.9 1.9 3.4 2.5 

PC 箱桁系*) 3.5 2.3 4.1 3.1 

橋脚数（本） 1 2 2 3 

道路縦断線形への影響 余裕高さを確保す
るために、取付け
道路部の延長が長
くなる 

× 

○ 

余裕高さを確保す
るために、取付け
道路部の延長が長
くなる 

× 

○ 

橋梁下部工への影響／
施工工期 

橋脚数は少ない
が、上部構造重量
が増加する分、規
模が大きくなる 

△ 

橋脚数は 1 本多い
が、下部工の施工
へは大きく影響し
ない 

△ 

橋脚数は少ない
が、上部構造重量
が増加する分、規
模が大きくなる 

△ 

橋脚数は 1 本多い
が、下部工の施工
へは大きく影響し
ない 

△ 

上部工工費 3 等径間案に比べ、
2割から 3割ほど、
増加する傾向にあ
る 

× 

○ 

4 等径間案に比べ、
1.5 割から 2.5 割
ほど、増加する傾
向にある 

× 

○ 

総 括 × ○ × ○ 

*) 鋼 I 桁橋の桁高支間比は 1/16 を適用。PC 箱桁は、押出し工法を想定し、桁高支間比は 1/13 を適用。 

c) 橋梁形式案の抽出 

前項、「b) 支間割りの検討」、より、セクムカーム橋は 3 等径間案、セタームアック橋は 4

等径間案が優位性を高かった。これらの橋種、支間長から、両橋梁にふさわしい橋梁形式案を

抽出する。 

【セクムカーム橋】 

第 1 案 3 径間連続鋼 I 桁橋 3＠30.0m＝90.0m 

第 2 案 3 径間連続連結 PC-T 桁橋 3＠30.0m＝90.0m 

第 3 案 3 径間連続 PC 箱桁橋 3＠30.0m＝90.0m 

第 4 案 3 径間連続合成床板橋 3＠30.0m＝90.0m 

【セタームアック橋】 

第 1 案 4 径間連続鋼 I 桁橋 4＠40.0m＝160.0m 

第 2 案 4 径間連続 PC-T 桁橋 4＠40.0m＝160.0m 

第 3 案 4 径間連続 PC 箱桁橋 4＠40.0m＝160.0m 

第 4 案 4 径間連続合成床板橋 4＠40.0m＝160.0m 

d) 選定形式の比較 

抽出されたセクムカーム橋、セタームアック橋の橋梁形式は、支間割りはことなるが、形式

は同じである。このため、以下の 4 案で比較する。なお、比較表の内容は、セタームアック橋

を想定したもので、表 3.2.34 に 4 案の比較内容を示す。 
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第 1 案 4 径間連続鋼 I 桁橋 

第 2 案 4 径間連続 PC-T 桁橋 

第 3 案 4 径間連続 PC 箱桁橋 

第 4 案 4 径間連続合成床板橋 

上記 4 つの案に関して比較検討した結果は、以下の優位性により、第 4 案（4 径間連続合成

床板橋）の採用を決定した。 

① 上部構造高さが も低く、河川計画、道路縦断計画に対して経済的な橋梁形式であること。 

② 上部工重量が も軽いため、下部構造の形状も も小さくできる橋梁形式であること。 

③ 施工工期が も短い橋梁形式であること。 

④ 本邦技術を も取り入れることができる橋梁形式であること。 
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表
3
.2

.3
4
 
選
定
形
式
の
比
較
 

形 式 別 断 面 特 徴

コ
ン

ク
リ

ー
ト

橋
よ

り
自

重
を

20
%

程
度

軽
減

で
き

、
下

部
・
基

礎
形

状
の

縮
小

化
が

可
能

で
あ

る
．

現
行

路
面

高
と

H
.W

.L
の

高
低

差
が

最
少

2.
8m

で
あ

り
、

推
定

桁
高

H=
2.

2m
（
桁

高
支

間
比

1/
18

）
と

し
た

場
合

、
現

行
道

路
縦

断
を

0.
7m

程
度

高
く

す
る

必
要

が
あ

る
．

×

現
場

施
工

ヤ
ー

ド
で

桁
を

製
作

し
架

設
す

る
最

も
代

表
的

な
形

式
で

あ
る

．
現

行
路

面
高

と
H

.W
.L

の
高

低
差

が
最

少
2.

8m
で

あ

り
、

推
定

桁
高

H=
2.

7m
（
桁

高
支

間
比

1/
15

）
と

し
た

場
合

、
現

行
道

路
縦

断
を

1.
2m

程
度

高
く

す
る

必
要

が
あ

る
．

×

桁
剛

性
が

大
き

く
、

曲
げ

・
ね

じ
り

に
強

い
た

め
長

大
橋

に
多

く
用

い
ら

れ
る

．
現

行
路

面
高

と
H

.W
.L

の
高

低
差

が
最

少
2.

8m
で

あ

り
、

推
定

桁
高

H=
2.

5m
（
桁

高
支

間
比

1/
16

）
と

し
た

場
合

、
現

行
道

路
縦

断
を

1.
0m

程
度

高
く

す
る

必
要

が
あ

る

×

桁
高

さ
を

最
も

低
く

で
き

る
橋

梁
構

造
で

あ
り

、
鋼

製
下

床
板

が
型

枠
を

兼
用

す
る

た
め

、
急

速
施

工
が

可
能

と
な

る
橋

梁
形

式
で

あ
る

．
現

行
路

面
高

と
H

.W
.L

の
高

低
差

が
最

少
2.

8m
で

あ

り
、

推
定

桁
高

H=
1.

2m
（
桁

高
支

間
比

1/
33

）
と

し
た

場
合

、
現

行
道

路
縦

断
で

可
能

で
あ

る
．

◎

施 工 性

ク
レ

ー
ン

架
設

が
有

力
．

橋
台

背
面

か
ら

の
架

設
の

場
合

、
ク

ロ
ー

ラ
ク

レ
ー

ン
で

15
0ｔ

吊
以

上
必

要
．

主
桁

架
設

後
に

型
枠

設
置

の
必

要
が

あ
り

、
雨

季
で

の
型

枠
施

工
が

困
難

な
た

め
、

施
工

工
期

が
長

く
な

る
△

移
動

用
門

型
ク

レ
ー

ン
と

架
設

桁
を

用
い

た
架

設
桁

架
設

工
法

が
有

力
．

桁
重

量
が

大
き

く
、

慎
重

な
架

設
が

必
要

．
主

桁
架

設
後

に
型

枠
設

置
の

必
要

が
あ

り
、

雨
季

で
の

型
枠

施
工

が
困

難
な

た
め

、
施

工
工

期
が

長
く

な
る

△

手
延

べ
桁

を
用

い
た

押
出

し
工

法
で

あ
る

た
め

、
雨

季
期

間
中

で
も

型
枠

工
な

ど
の

施
工

が
容

易
で

あ
る

．

押
し

出
し

用
の

架
設

設
備

が
高

価
と

な
る

．
×

ク
レ

ー
ン

架
設

が
有

力
．

橋
台

背
面

か
ら

の
架

設
の

場
合

ク
ロ

ー
ラ

ク
レ

ー
ン

で
15

0t
吊

以
上

必
要

．

型
枠

工
が

不
要

な
た

め
、

床
版

施
工

が
容

易
で

あ
る

．
施

工
工

期
を

最
も

短
縮

で
き

る
（

２
８

ヶ
月

)．
○

経 済 性

鋼
材

が
輸

入
で

上
部

工
費

は
高

価
と

な
る

。
下

部
工

を
含

め
た

コ
ス

ト
は

地
盤

条
件

に
よ

る

橋
体

工
費

2
3
万

円
/
m

2
総

工
費

4
3
～

4
6
万

円
/
m

2

△

上
部

工
費

は
最

も
安

価
と

な
る

と
考

え
ら

れ
る

が
、

橋
脚

上
に

2
基

の
支

承
が

必
要

と
な

る
た

め
、

橋
脚

の
規

模
が

大
き

く
な

る

橋
体

工
費

2
0
万

円
/
m

2
総

工
費

3
9
～

4
2
万

円
/
m

2

○

２
、

４
案

よ
り

高
価

と
な

る
全

体
工

事
費

は
、

最
も

高
い

橋
体

工
費

2
5
万

円
/
m

2
総

工
費

4
5
～

5
0
万

円
/
m

2

×

鋼
材

が
輸

入
で

上
部

工
費

は
最

も
高

価
と

な
る

。
下

部
工

を
含

め
た

コ
ス

ト
は

地
盤

条
件

に
よ

る

橋
体

工
費

2
5
万

円
/
m

2
総

工
費

4
5
～

4
8
万

円
/
m

2

△

維 持 管 理

一
般

鋼
材

の
場

合
、

定
期

的
な

塗
装

が
必

要
。

耐
候

性
鋼

材
の

場
合

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

フ
リ

ー
で

あ
る

．
連

続
桁

と
す

る
こ

と
で

、
支

承
数

、
伸

縮
装

置
数

を
減

ら
す

こ
と

が
で

き
、

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

費
用

を
軽

減
出

来
る

．
○

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

で
あ

る
た

め
基

本
的

に
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
フ

リ
ー

で
あ

る
．

連
結

桁
と

す
る

こ
と

で
、

伸
縮

装
置

数
を

減
ら

す
こ

と
が

で
き

る
が

、
橋

脚
上

は
支

承
が

両
桁

端
部

2
基

必
要

と
な

り
他

案
に

比
べ

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
費

用
が

割
高

に
な

る
．

△

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

で
あ

る
た

め
基

本
的

に
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
フ

リ
ー

で
あ

る
．

連
続

桁
と

す
る

こ
と

で
、

支
承

数
、

伸
縮

装
置

数
を

減
ら

す
こ

と
が

で
き

、
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
費

用
を

軽
減

出
来

る
．

○

一
般

鋼
材

の
場

合
、

定
期

的
な

塗
装

が
必

要
．

耐
候

性
鋼

材
の

場
合

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

フ
リ

ー
で

あ
る

．
連

続
桁

と
す

る
こ

と
で

、
支

承
数

、
伸

縮
装

置
数

を
減

ら
す

こ
と

が
で

き
、

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

費
用

を
軽

減
出

来
る

．
○

本 邦 技 術 評 価

◎
非

常
に

良
い

　
○

良
い

　
△

普
通

　
×

不
適

コ
ン

ク
リ

ー
ト

系
合

成
桁

系

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

・
経

済
性

：
上

部
構

造
の

高
さ

を
低

く
抑

え
る

こ
と

が
で

き
、

河
川

計
画

、
道

路
縦

断
計

画
に

最
も

有
利

な
形

式
で

あ
る

．
合

成
床

板
橋

と
し

て
、

　
　

・
施

工
性

：
上

部
工

の
床

板
型

枠
が

兼
用

で
き

、
工

期
の

長
さ

、
架

設
の

安
全

性
を

が
高

い
形

式
で

あ
る

．
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

  
・
本

邦
技

術
の

導
入

が
で

き
、

技
術

的
な

観
点

か
ら

も
高

く
評

価
で

き
る

形
式

で
あ

る
．

第
１

案
　

鋼
連

続
Ｉ桁

橋
第

２
案

 Ｐ
Ｃ

-Ｔ
橋

(連
結

桁
)

第
３

案
 Ｐ

Ｃ
連

続
箱

桁
橋

第
４

案
 　

連
続

合
成

床
版

橋

×
×

鋼
材

系

判 定

桁
高

が
高

く
道

路
縦

断
の

見
直

し
が

必
要

と
な

る
こ

と
、

床
版

打
設

時
の

型
枠

作
業

の
た

め
吊

足
場

等
が

必
要

と
な

り
工

期
が

長
い

こ
と

か
ら

採
用

は
難

し
い

．

経
済

性
に

お
い

て
は

最
も

優
れ

る
も

の
の

、
桁

高
が

最
も

高
く

道
路

縦
断

の
見

直
し

が
必

要
と

な
る

こ
と

、
床

版
打

設
時

の
型

枠
作

業
の

た
め

の
吊

足
場

等
が

必
要

と
な

り
、

工
期

が
長

い
こ

と
、

支
承

が
増

え
る

こ
と

か
ら

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

が
煩

雑
と

な
り

、
採

用
は

難
し

い
．

経
済

性
に

お
い

て
最

も
劣

る
た

め
、

採
用

は
難

し
い

．
経

済
性

で
は

若
干

割
高

で
は

あ
る

も
の

の
、

道
路

縦
断

の
見

直
し

の
必

要
が

無
く

、
施

工
工

期
を

短
縮

で
き

、
ま

た
、

本
邦

技
術

で
あ

る
本

案
の

採
用

が
望

ま
し

い
．

×
◎

×
×

×
○

（
工

期
が

短
い

）

項
目
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5) 下部工及び基礎形式の検討 

a) フーチング基面位置の検討 

フーチング基面位置は、原則、支持地盤へ直接設置することが 善である。セクムカーム橋

およびセタームアック橋の地質調査結果による N 値分布は以下のようであり、支持地盤となる

地質は、N 値 70 以上の泥岩であることがわかる。 

各下部工と地層との関係を図 3.2.19、図 3.2.20 に示す。各下部工のフーチング床付け位置は

地層や河川との関係から以下のように設定した。 

【セクムカーム橋】 

 A1 橋台： 岩盤層を支持層とした直接基礎の場合、橋台高さは 10.5m 程度となり、逆Ｔ式

橋台が適用可能である。既設道路路部分は盛土構造となっているため、橋台背

面の盛土部分は高いが、橋台側面部分は 3m ほど低くなる。このため、支持地

盤までの実質的な根入れは約 7m となる。 

 P1 橋脚： 岩盤層を支持層とし、河川の洗掘による影響を防ぐために、2m 以上の十分な

土被りを確保する。 

 P2 橋脚： 岩盤層を支持層とし、河川の洗掘による影響を防ぐために十分な土被りを確保

する。なお、A2 橋台寄りに支持地盤が傾斜していることから、支持地盤への

直接設置を踏まえて、 大 8m ほどの根入れを考慮する。 

 A2 橋台： 岩盤層を支持層とした直接基礎とするためには、橋台高さが逆 T 式橋台の適用

大高さの 15m となる。なお、道路部分が盛土構造となっているため、橋台

背面の盛土部分は高いが、橋台側面部分は 6m ほど低くなる。このため、支持

地盤までの実質的な根入れは、約 9m となる。 

 

図 3.2.19 セクムカーム橋フーチング基面 

【セタームアック橋】 

 A1 橋台： 岩盤層を支持層とした直接基礎とするためには、橋台高が逆 T 式橋台の適用

大高さの 15m となる。道路部分は盛土構造となっているため、橋台背面の盛

土部分は高いが、橋台側面部分は 8m ほど低くなる。このため、支持地盤まで

の実質的な根入れは約 7m となる。 

 P1 橋脚： 岩盤層を支持層とし、高水敷部分に設置されるため、根入れは 7m 程度となる

土被りを確保する。 

支持地盤線 
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 P2 橋脚： 岩盤層を支持層が現況河床から浅いため、根入れは 1m 程度とする。なお、洗

掘防止のため、フーチング天端となる河床部分には護床工を施す計画とする。 

 P3 橋脚： 岩盤層を支持層とし、高水敷部分に設置されるため、根入れは 2m 程度となる

土被りを確保する。橋脚周辺には護床工の計画を行う。 

 A2 橋台： 岩盤層を支持層とした直接基礎とするためには、橋台高さは 12m 程度となり、

逆Ｔ式橋台が可能である。道路路部分が盛土構造となっているため、橋台背面

の盛土部分は高いが、橋台側面部分は 3m ほど低くなる。このため、支持地盤

までの実質的な根入れは、約 9m となる。 

 

図 3.2.20 セタームアック橋フーチング基面 

b) 下部工形式の選定 

下部工形式は、表 3.2.35、表 3.2.36 に示す下部工形式選定表を参考に設定する。橋台形式に

ついては、橋台高さが 10.0～15.0m の間にあるため、逆 T 式橋台を選定する。橋脚形式につい

ては、いずれの橋脚も河川内に位置するため、流水への影響の少ない、小判型橋脚を選定する。 

表 3.2.35 橋台形式の選定 

 
出典：国交省 
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表 3.2.36 橋台形式の選定 

 
出典：国交省 

c) 基礎工形式の選定 

基礎工の形式は、上述したとおり、支持地盤が比較的浅いこと、また地盤の強度を目視で確

認できることから、セクムカーム橋およびセタームアック橋共に、直接基礎形式を選定する。 

3.2.2.4 護岸工計画 

(1) 護岸工の設置範囲 

橋台の設置による周辺河岸の防護を目的

として護岸工を設ける。護岸工の設置範囲

は、河川管理施設等構造令に準拠し、橋台

の両端から上流及び下流にそれぞれ 10m 以

上設置するものとする（図 3.2.21）。 

(2) 護岸構造 

護岸の構造は、流水の変化に伴って生じる河岸の侵食を防止し、周辺景観との調和や河川環

境の保全に配慮した構造とし、さらに、「ラ」国における材料入手の容易性や将来の維持管理

に配慮した構造とする。護岸工法の選定に当たっては、まず計画地点のセグメント（流程区分）

や代表流速、法勾配に基づいて候補となる工法を抽出し（表 3.2.37、表 3.2.38）、次に、現地の

河川条件（河川断面形状、転石の有無）や環境保全・景観への配慮、維持管理、経済性等を総

合的に勘案し、 終的な工法を決定する。表 3.2.37 および表 3.2.38 に代表的な護岸工法と対応

流速の関係を示す。 

対象河川は、自然堤防帯河道に相当し、洪水時の設計流速は 2.5m/s～3.2m/s と差ほど早くは

無く、転石による護岸の損傷はほとんど無いと考えられる。また、河床材料も砂が主な構成材

料である。したがって、「ラ」国における標準的な護岸工法であり、経済性や維持管理に優れ

た「鉄製籠工」を採用する。複断面下段の河岸には「鉄線籠平張り工」を採用し、上段には「鉄

製籠型多段積工」を採用する。各工法の概要図と工法の特徴を表 3.2.39 に整理する。 

図 3.2.21 橋の設置に伴い必要となる護岸長 
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(3) 護岸の根入れ長 

現地における目視調査の結果、既存の橋脚周辺の河床洗掘や河岸侵食は生じていなかった。

しかし、砂河川は洪水時の洗掘が、洪水後に埋め戻しされている可能があるため、洪水時の洗

掘に対しては、「鉄線籠平張り工」を敷設することにより対処するものとした。 
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表 3.2.37 護岸工法と設計流速の対応表 (1) 

 
出典：美しい山河を守る災害復旧基本方針、国土交通省 
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表 3.2.38 護岸工法と設計流速の対応表 (2) 

 
出典：美しい山河を守る災害復旧基本方針、国土交通省 
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表 3.2.39 採用した護岸工法の特徴 

複断面 下段 上段 

護岸工法 鉄線籠平張り工 鉄製籠型多段積工 

概要図 

工法の特徴 

 鉄線で編んで石を詰めた籠を法面に設置
し、その上から蓋籠を被せた構造。 

 掃流力に対して中詰め材(石材等)の自重で
抵抗し、緩勾配の法面を侵食から保護する
工法。 

 透水性を持たせることが出来る。 
 転石の少ない河川や堤内地盤より低い河岸

保護に用いる。 

 鉄線で編んで石を詰めた籠を法面に設置
し、その上から蓋籠を被せた構造。 

 自重で急勾配の法面を保持する工法。 
 空隙や透水性を持たせることが可能。 
 転石の少ない河川や堤内地盤より低い河岸

保護に用いる。 
 輪荷重がかかる箇所や有堤部での適用は控

える。 

出典：調査団作成 

 

 

図 3.2.22 鉄線籠平張り工および鉄製籠型多段積工の設置例 

  

鉄製籠型多段積工 

鉄線籠平張り工 
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3.2.3 概略設計図 

以下にセクムカーム橋、セタームアック橋、取り付け道路、及び付帯施設の基本設計図の図面

名を示す。図面は別添する。 

表 3.2.40 セクムカーム橋図面リスト 

No Title of Drawings 

1 Alignment Layout(1) 

2 Alignment Layout(2) 

3 Plan(1) 

4 Plan(2) 

5 Profile(1) 

6 Profile(2) 

7 Typical Cross Section 

8 Withdraw(1) 

9 Withdraw(2) 

10 Temporary 

11 Details of Drainage Ditch 

12 Guide Post 

13 Guardrail 

14 Guardrail End Rail Treatment 

15 Street Lighting Pole 

16 Road Markings(1) 

17 Road Markings(2) 

18 Traffic Signs 

19 General View of the Bridge(1) 

20 General View of the Bridge(2) 

21 Bridge Structure General Drawing(Reference Drawing) 

22 General Structural View(A1) 

23 General Structural View(P1) 

24 General Structural View(P2) 

25 General Structural View(A2) 

26 Approach Slab 
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表 3.2.41 セタムアーク橋図面リスト 

No Title of Drawings 

1 Alignment Layout(1) 

2 Alignment Layout(2) 

3 Plan(1) 

4 Plan(2) 

5 Profile(1) 

6 Profile(2) 

7 Typical Cross Section 

8 Withdraw(1) 

9 Withdraw(2) 

10 Temporary 

11 Details of Drainage Ditch 

12 Guide Post 

13 Guardrail 

14 Guardrail End Rail Treatment 

15 Street Lighting Pole 

16 Road Markings(1) 

17 Road Markings(2) 

18 Traffic Signs 

19 General View of the Bridge(1) 

20 General View of the Bridge(2) 

21 Bridge Structure General Drawing(Reference Drawing) 

22 General Structural View(A1) 

23 General Structural View(P1) 

24 General Structural View(P2) 

25 General Structural View(P3) 

26 General Structural View(A2) 

27 Approach Slab 
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3.2.4 施工計画／調達計画 

3.2.4.1 施工方針／調達方針 

(1) 基本方針 

本プロジェクトは、日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを想定し、施工方針と

して以下の事項を考慮する。 

 本プロジェクトは、「ラ」国の交通・公共事業省道路局によって実施されるが、完成後

の運営および維持管理は、サバナケット県の DPWT に移管される予定である。ただし、

国道の維持管理は、昨年度より No.3 地方維持管理事務所が管轄しており、これら関係機

関と密接な関係を保ちながら、円滑に事業推進を図る。 

 「ラ」国に対する技術移転の促進および雇用機会の創出に貢献できるよう現地人の技術

者や労務者の雇用および国内市場の資機材を 大限活用する。 

 対象地域は熱帯モンスーンの影響で雨期（5 月～10 月）と乾期（11 月～4 月）に大別さ

れる。雨期中の対象橋梁を横断する河川の水位を考慮しながら、工程計画を立案する。 

 請負業者の日本人技術者は適切な配置とし、現地人技術者を有効利用するような人員配

置計画とする。また、「ラ」国で始めての上部工（合成床板橋）架設工法を採用するた

め、品質と工期内の安全な架設を行うため、適切な時期に技能工として「橋梁世話役」

「橋梁特殊工（鋼桁架設）」「機電工」を配置する。 

 橋梁の上部工は「クレーン架設」を前提とし、河川内上流側に設置した工事用道路を利

用して、乾期の低水期にクレーンにより鋼桁フレームを架設する。また、上部工上には

養生シートを配して、主桁コンクリートの打設等、雨期の間も施工ができるものとする。 

 基礎・下部工の施工は、ほぼ乾期内に施工を行うことを原則とする。橋台は支持層まで

の床付けを考慮すると深さが 10m 以上となるため、土留めにより掘削を行い、橋脚は乾

期の高水位に配慮して築島を行い、掘削する。 

 工事期間中は一般車両や地域住民に対する安全に十分配慮するとともに、自然・社会環

境への負の影響を 小限に抑えるよう配慮する。 

(2) 工期の設定 

本プロジェクトは A 国債で実施されることを念頭に工程計画を立案した。その結果、工事は

2016 年 9 月に着手され、2019 年 3 月に完工する 31 ヶ月の工期を予定する。 

(3) 施工手順と各工種の施工方法 

1) 全体工事の流れ 

全体工事の流れを図 3.2.23 に示す。 
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図 3.2.23 全体工事の流れ 

  

工事開始

準備工事

作業基地・進入道路

迂回道路・仮設桟橋工

既設橋撤去工

瀬替え工

下部工構築

上部工構築 道路付替え工

排水工付属施設工

仮設桟橋撤去工

後片付け工

工事終了

迂回路
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3.2.4.2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 施工時の安全確保 

工事期間中の安全確保として、主に下記の配慮を行う。 

 工事期間中は仮設橋による交通切り回しが必要となる。そのため、仮設橋の進入路両端

には警備員を配置し、交通事故の防止を図る。 

 河川内での作業になるため、河川増水に対する十分な監視体制、連絡体制を構築し、増

水による事故が生じないように安全を図る 

(2) 工事期間中の環境保全 

工事期間中の環境保全として、主に下記の配慮を行う。 

 工事用車両の走行に伴う粉塵については、散水やスピード規制等により粉塵の発生を抑

制する。 

 建設機械からの騒音・振動については、早朝及び夜間工事を回避する。 

 下部工等の河川内工事における泥水の流出による河川水質汚濁については、予備タン

ク・ポンプ等の確保等の対策を講じる。 

(3) 調達上の留意点 

「ラ」国における資機材の輸入手段として、隣国タイのレムチャバン港の「ラ」国専用港の

ほか、バンコク港、ベトナムのハノイ港、ダナン港などを介して、輸入品を調達することとな

る。そのため、国境で関税手続きが必要となることから、事前に輸入資機材のマスターリスト

を作成して MPWT へ提出、「ラ」政府側へ輸入品免税許可の手続きを行うものとする。 

(4) 「ラ」国側負担事項に関する留意事項 

工事工程に も大きな影響を与える「ラ」国側の負担事項は、建設用地の確保である。今次

案件では、住民移転は発生しないものの、道路線形修正に伴う「道路用地（ROW）の取得」、

「施工ヤードの借地」および「支障物の移転」が見込まれている。これらの「ラ」国側負担事

項を速やかに完了できるよう、カウンターパートである交通・公共事業省道路局と緊密な調整

を図るものとする。 
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3.2.4.3 施工区分 

本プロジェクトがわが国の無償資金協力によって実施される場合、日本側と「ラ」国側の事業

区分は以下のとおりである。 

表 3.2.42 日本側と「ラ」国側の施工区分 

日本国側負担分 「ラ」国側負担分 

 橋梁、取付道路、護岸工、付帯工の建設  建設用地の取得、施工ヤードの借地 

 建設工事に伴う施工ヤード、仮設橋の建設およ
び撤去 

 交通規制・警戒標識および案内標識の設置 

 上記工事に必要な資機材や労務の調達  新設橋梁照明のための電線延伸 

 上記工事の現場管理  家屋移転・撤去費の補償 

 事業実施に必要なコンサルタント業務  支障物件（公共施設）の撤去／移設 

  海外調達される資機材の免税処置および速やかな
免税手続き 

  本プロジェクトに必要とされる日本人や第三国人
の入国時に課せられる関税、税金等の免除 

 

3.2.4.4 施工監理計画 

(1) 実施設計業務 

本協力準備調査に基づき現地調査を実施し、施設規模・技術仕様の精査および確認、詳細設

計の実施、数量計算、詳細設計図書および入札図書作成を行う。 

(2) 施工監理業務 

1) 工事計画や施工図の承認 

施工業者より提出される工事計画書、工程表、施工図が契約書、契約図面、仕様書等に適合

しているかどうかを審査して承認を与える。 

2) 工程管理 

施工業者より工事の進捗状況の報告を受け、工期内に工事が完了するように必要な指示を

出す。 

3) 品質検査 

現場において、工事材料や施工の品質が契約図面や仕様書に適合しているかを検査して承認

を与える。 

4) 出来形検査 

完成断面や平面形状等を検査し、出来形が管理基準を満足しているかチェックを行うと同時

に数量の確認をする。 
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5) 証明書の発行 

出来高、工事の完了、完成検査時の必要な証明書を発行する。 

6) 報告書の提出 

施工業者が作成する工事の月報、完成図面、完成写真等を検査し、「ラ」国政府（MPWT）

に提出する。また、工事終了後に完了報告書を作成し、関係機関に提出する。 

(3) 施工監理体制 

本プロジェクトのコンサルタント用事務所は、サイト付近に借用できる施設を確保する。ま

た、月に 1 回月報提出のため実施機関 MPWT の出先機関である DPWT サバナケットが位置す

るサバナケット（首都ビエンチャンより約 450km）まで行かなければならない。サイトよりサ

バナケットまでは車で約 3 時間程度かかるが、往復の移動を入れても半日程度で事が足りるた

め、サバナケットにおける連絡事務所は設置しない。実施機関（MPWT の）本部への報告時に

おける宿泊地は、ビエンチャンとなる。 

3.2.4.5 品質管理計画 

品質管理を実施するにあたっては、「ラ」国の道路設計基準（Road Design Manual、1996 年）

に記載されている標準技術仕様書に沿って行うものとする。しかし、本基準に記載されていない

項目については、AASHTO、またはわが国の基準、試験方法に準拠する。 

なお、舗装については、考えられる種類の配合設計を行い、試験施工を実施し、 適配合を決

定する。品質管理方法を、表 3.2.43 に示す。 

表 3.2.43 品質管理方法 

対象工種 管理項目 品質管理試験、検査等 試験頻度、時期 

1) 土工、アスファ
ルト舗装工、路
床、路盤、構造
物裏込め等 

材料管理 CBR 試験、土質試験（比重、粒度、含水量、液
性・塑性限界、密度）、骨材試験（比重、粒度、
強度、吸水率）、瀝青材（品質証明書、成分分
析表） 

施工前 

日常管理 締固め密度試験、瀝青材（安定度、フロー値、
空隙率、マーシャル試験、温度） 

施工時、配合時 

2) コンクリート工 バッチャープラン
ト性能検査 

軽量計器、練り混ぜ性能検査 施工前及び１回／
月 

材料管理 セメント・混和材（品質証明書、成分分析表）、
骨材試験（比重、粒度、強度、吸水率、アルカ
リ骨材反応） 

施工前、材料変更
時 

コンクリート配合
試験（試験練り） 

スランプ、空気量、温度、試験体強度 施工前 

日常管理 フレッシュコンクリート（空気量、スランプ、
温度） 

打設時 

立会い検査（締固め、養生、レイタンスス処理） 打設時 

コンクリート供試体（強度試験、管理図作成） 打設後 7日、28 日

3) 鉄筋 材料管理 品質証明書（ミルシート）、引張試験結果 打設前 

日常管理 立会い検査（被り、配置、ラップ長） 打設時 
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加えて、出来形管理計画（案）を以下に示す。 

表 3.2.44 出来高管理計画（案） 

工 事 工  種 項 目 基準値 備  考 

土工 

路体 
計画高 0cm 以上 20m 間隔 

幅員 -10cm 以上 〃 

路盤工 

計画高 -2.5cm 以上 〃 

仕上がり厚さ -5cm 以上 〃 

幅員 -10cm 以上 〃 

舗装工 DBST 舗装 
幅員 -3cm 以上 〃 

厚さ -1.5cm 以上 〃 

基礎工事 直接基礎 底面地盤高 設計高以下 4m メッシュ 

コンクリート
構造物 

フーチング 
計画高 ±5cm  

厚さ ±75mm 又は±3％  

橋脚、 
橋台、擁壁 

平面位置 ±30mm  

計画高 -30mm～+10mm  

天端長、天端幅 ±30mm  

断面寸法 -10mm～+20mm 又は±2％  

床版 

橋長 -25mm～+30mm  

幅員 0～+30mm  

床版・地覆高さ -20mm～+20mm  

厚さ -10～+20mm  

鋼構造物 桁 橋長 -25mm～+30mm  

 

3.2.4.6 資機材等調達計画 

(1) 労務状況 

1) 建設技術者 

建設技術者のうち、エンジニア級の技術者のほとんどは、海外の大学に留学した学生である。

従来はロシア、東欧等との関係が深かったこともありこれらの国の大学を卒業した技術者がほ

とんどであったが、近年は、隣国のタイ、豪、米、日本、中国などの大学に留学し学位を取得

する技術者が増えており、英語にも堪能で、基礎的な技術力を身につけた技術者が増加して

いる。 

また、1995 年、「ラ」国政府はそれまで分散化していた 3 つの大学と 8 つの高等教育機関を

統合し、「ラ」国国立大学（5 年制）を設立し、翌年、学生を受け入れ始めた。現在は工学・

建築学部を含む 10 学部から構成されており、建設関連技術者を毎年 100 名程度ずつ送り出し

ている。 

2) 第三国労務者 

「ラ」国では、ODA 関連で入国する第三国人の労働ビザの取得は、比較的容易である。「ラ」

国政府も国外の優秀な技術を取り入れるべく努力をおこなっており、日本企業をはじめタイ、
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ベトナム、中国、マレーシア、シンガポール、ヨーロッパ等の企業の進出が増加しつつある。

ただし、一般労務者の入国労働は困難である。 

3) 「ラ」国における労働関連法規 

現地人労務者を雇用する際、企業に課せられる雇用法規として、“LABOUR LAW OF LAO 

PEOPLE'S DEMOCRATIC REPUBLIC”がある。本法は、1994 年 3 月 14 日に国民議会によって

採択され、同年 4 月 21 日に大統領令第 24 号により発布された。当該プロジェクト実施時に関

連する重要事項につき、表 3.2.45 に示す。 
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表 3.2.45 「ラ」国労務法規の概要 

項 目 概 要 

①給与体系  賃金・給与制度は、画一的な体系をとる必要はないが、わかりやすい簡便なものであ
るべきである。労働者もしくは労働組合、労働者代表は、賃金・給与に関して使用者
と交渉をもつ権利を有する。政府もしくは当該機関は、各地域の 低賃金を定期的に
設定する。使用者は政府によって定期的に決められた水準を下回る 低賃金を設定し
てはならない。 

 各事業所によって定期的に決定された 低賃金・給与体系は、政府の検査・監督下に
おかれる。 

低賃金  LAK 900,000（2015 年 4 月 1日付け）ただし、これは一日 8時間労働であり、時間外
労働、食事補助金、保険、その他の補助金を含めないものと規定されている。また、
本 低賃金は政府職員や契約職員、党員への給与等は適応外とされている。 

②労働時間  一週間当たり 48 時間とする。 

③週休日及び公休日  労働者は、週休として毎週 1日全日を休養日とする権利を有する。休養日は、労働者
と使用者との合意のもとで日曜日もしくはその他の曜日に設定される。公休日は、政
府によって制定される。 

④年次休暇  無期限の雇用契約や 1年を超える雇用契約のもとで働く労働者に対し、1年間の勤務
の後、15 日の年次休暇が賦与されなければならない。本法第 25 条に規定される過酷
な労働や健康に害を及ぼす恐れのある業務に就いている労働者に対しては、18 日の年
次有給休暇が賦与されなければならない。週休日および公休日は、年次休暇に含まれ
ない。 

⑤疾病休暇   医師の診断書を提出することにより、月給制の労働者は、年 30 日を上限として全額
有給で疾病による休業が認められる。この制度は、時間給、日給、出来高払い、契約
ベースを問わず、90 日以上にわたって労働する労働者に対しても同様に適用される。
休業期間が 30 日を超える場合、当該労働者は社会保障制度のもとで補償を受けるこ
とができる。本条項の規定は、業務上の傷病には適用されない。 

⑥業務上の傷害補償 業務上の傷害とは、以下のように労働者を負傷せしめたり、不具や身障者にせしめ、場
合によっては死に至らしめるような事故を意味する。  

（I） 使用者もしくは監督者の指示により、職場もしくはその他の場所において業務上の
義務を遂行中。 

（II） 事業所の責任のもとにある娯楽施設や食堂、その他の場所。あらゆる形態の職業病
も、業務上の傷害とみなされる。 

労働監督機関は、保健監督機関や労働組合と協力し、職業病の種類を規定しなければな
らない。 
使用者や代表者の指示なく、個人的な目的のために行った業務のなかで発生した傷害は、
業務上の傷害としてみなされない。 

 使用者は、業務上の傷害を受けた者に対し、緊急かつ適切な支援を与えなければならな
い。さらに以下のように医療診断書により立証される実際の治療費は、使用者もしくは
社会保障基金からの負担とする。  

（I） 診療費および手術費を含む病院内外における治療費用。 
（II） 入院費やその他の診療施設における費用。 
（III） 医師や補助医師および専門開業医によって行われた診療の費用。伝統療法にかかる

治療費を含む。 
業務上の傷害の結果として労働者が死亡した場合、使用者は、少なくとも故人の 6か月
分の賃金・給与に相当する弔慰金を支払わなければならない。さらに加えて故人の遺族
は、一定額の給付金を受ける権利を有する。労働者が、使用者の指示で他の場所で勤務
中に死亡した場合、遺族への遺体の輸送費は、使用者の負担とする。 

 業務上の傷病に対する補償金を、以下のように定める。 
職業上の傷害を受けた者は、医師による加療およびリハビリテイション期間中を通じて、
高 6か月まで通常の賃金・給与を受け取る資格を有する。6か月を超えて 18 か月まで

の場合は、賃金・給与の 50 パーセントのみを受け取る資格を有する。18 か月を超える
場合は、社会保障基金のもとで給付金が支給される。 
労働者が業務上の傷病の結果、身体の一部を切断したり、不具になった場合、あるいは
その結果として死亡した場合、使用者は被害者もしくはその遺族に対し、規定に従い補
償金を支払わなければならない。 
使用者が、本法第 48 条に基づき補償基金もしくは社会保障基金を積み立てている場合
や、保険会社に対し労働者のための保険に加入している場合、上記の給付金は、補償基
金や保険会社の責任のもと規定に従い支払われなければならない。 
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項 目 概 要 

⑦残業手当  通常の勤務日の昼間における時間外労働は、通常の時間給の 150 パーセントの割増賃
金とする。 

 通常の勤務日の夜間における時間外労働は、通常の時間給の 200 パーセントの割増賃
金とする。 

 週休日および公休日の昼間における時間外労働は、通常の時間給の 250 パーセント、
夜間におけるそれを 300 パーセントの割増賃金とする。 

 午後 10 時より翌日の午前 5 時までの夜間交代制で勤務する労働者は、通常時間賃金
の少なくとも 15 パーセントの割増賃金とする。 

⑧退職・解雇  雇用契約の終了 
期限付きであれ無期限のものであれ締結された雇用契約は、両当事者の合意の上で終
了させることができる。 
一方の当事者により無期限の雇用契約を終了させる場合、専門技術職については少な
くとも 45 日前、 肉体労働については 15 日前に相手方へ予告しなければならない。
期限付き雇用契約をもつ当事者にあっては、契約満了の少なくとも 15 日前に、意思
の確認を通知し合わなければならない。雇用契約の継続を希望する場合、両当事者は
新雇用契約を締結しなければならない。 
量の決められた(注 2)業務に対して締結された雇用契約は、業務の完了をもって終了と
する。 
雇用契約は、労働者の死亡をもって終了する。 

  解雇による雇用契約の終了 
労働者が必要とされる専門技術的能力を有していなかったり、健康な状態になく、
従って労働を継続できない場合や、使用者が操業環境を改善するために労働者数を減
少させる必要があると考えた場合、使用者は解雇によって雇用契約を終了させること
ができる。 
労働者が必要とされる専門技術的能力を有していなかったり、健康な状態にない場
合、使用者は労働者に労働を中止するように命令できる。また雇用契約を終了させる
ことができる。その場合、契約終了の理由を説明し、少なくとも 45 日前に予告しな
ければならない。予告期間中において、使用者は労働者に対し、1週間当り 1労働日
を職探しのための有給休暇として与えなければならない。 
しかしながら雇用契約を終了する前に、使用者は当該労働者の能力や健康に応じて適
切な配置転換を検討しなければならない。適切な仕事がない場合のみ、雇用契約を終
了できる。 
事業所が、操業環境を改善するために労働者数を減少させる必要があると考えた場
合、使用者は労働組合もしくは労働者代表との協議において影響を受ける労働者のリ
ストを作成し、労働監督機関へ通知しなくてはならない。同時に使用者は少なくとも
45 日前に解雇予告とその説明を与えなければならない。 
上記のいずれかの理由により雇用契約を終了する場合、使用者は労働者に使用期間に
応じた補償を与えなければならない。 
補償の額は、雇用月数分に対し月給の 10 パーセント相当とし、解雇時に支払われな
ければならない。3年以上勤務した労働者に対しては、同月給の 15 パーセント相当と
する。 
給与が固定されていない出来高賃金制度に基づいて支払われている労働者について
は、補償額は、雇用契約終了前 3か月間に受け取った賃金・給与の平均を基準にして
算定される。 

⑨年金制度  雇用者年金（EPF：Enployees Provident Fund）と雇用者信託金（ETF：Enployees Trust 
Fund）の 2つがある。 

 雇用者、被雇用者のそれぞれの負担は以下のとおり。 
(A) EPF：雇用者負担＝給与合計の 12％、被雇用者負担＝給与合計の 8％ 
(B) ETF：雇用者負担＝救護合計の 3％ 

出典：Labour Law of Lao PDR, Ministry of Health and Labour, 2004 
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2006 年 12 月に開催された国民議会において、改正労働法が採択され、2007 年 1 月 16 日に大

統領令を経て発布された。13 年ぶりの改正となり、前回の全 62 条から全 77 条の構成と大きく

加筆・修正された。当該プロジェクト実施に関係する改正点につき、以下に示す。 

 残業時間が月 30 時間までとされていたものが、45 時間までと拡大された（第 18 条） 

 労働においては、肉体労働者の契約解消は「15 日前まで」から「30 日前まで」に通知す

ること（第 28 条） 

外国人の雇用については、肉体労働では全体比「10％以下」、知的労働では全体比「20％以

下」とすること（第 25 条） 

(2) 資材調達状況 

1) 資材の輸送 

「ラ」国には、鋼材類を製作する工場がなく、鉄筋類および高欄等の橋梁用資材は日本ある

いはタイ・ベトナム等の第三国からの輸入となる。日本あるいは第三国から架橋位置への輸送

路は、ベトナムからはダナン港から国道 9 号線を経る約 350km の路線が も短距離となる。 

「ラ国」の国内調達が可

能な資機材であっても、ビ

エンチャン調達が主となり

陸送距離は 600km 以上とな

るので、第三国調達が有利

となる場合も想定される。 

輸送路となる国道 9 号線

は東西経済回廊に位置づけ

られており、ベトナムから

の大型車両の通行が頻繁で

あり、図 3.2.24 に示すセミ

トレーラ等による輸送路と

しての問題は無い。 

   
出典：（左写真）調査団撮影、（右図）デザインデータブック 

図 3.2.24 走行車両 



 

第 3 章 プロジェクトの内容 

3-64 

2) 建設資機材等の調達 

a) 建設資材 

「ラ」国における主要資材の調達概要を以下に示す。 

表 3.2.46 主要資材の調達 

資 材 名 規  格 
調 達 先 

備  考 
「ラ」国 日本国 第三国

盛土材  ◯    

アスファルト混合物 舗装用 ◯   現地近傍にプラントあり 

アスファルト乳剤  ◯   タイ・ベトナムから輸入 

路盤材 砕石 ◯    

セメント 普通ポルトランドセメント ◯    

混和剤 減水剤  ◯   

細骨材 砂 ◯    

粗骨材 砕石 ◯    

雑割石 20～25cm ◯    

コルゲート管 円形 2m  ◯   

鉄筋 IS-415、IS-500 ◯    

PC 鋼線   ◯   

シース   ◯   

高欄 鋼製  ◯   

支承 支承付属品付  ◯   

伸縮装置   ◯   

橋面雨水桝 縦排水管付  ◯   

蛇篭  ◯   タイ・ベトナムから輸入 

型枠用合板  ◯    

支保工材 H 鋼材、単管パイプ等  ◯  タイ・ベトナムから輸入 

足場材 足場板、セパレーター等 ◯ ◯  セパレーター等は日本調達

木材 型枠用、仮設用他 ◯    

土嚢袋 仮設用 ◯    

燃料  ◯    

出典：調査団作成 

b) 設機械調達関連 

建設機械調達としては、一般建設企業（大手建設企業）が建設機材を保有している。鉄筋、

橋梁資材、大型クレーン、特殊重機等は、日本あるいは第三国（タイ・ベトナム）からの調達

が必要となる。日本調達の場合は、ベトナム国ダナン港への陸揚げ～国道 9 号線での陸送が最

も短距離で経済的となる。第三国の場合、建設地への輸送はベトナム国が近距離で経済的であ

る。現在考えられる主要建設機械の調達想定区分を以下に示す。 
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表 3.2.47 主要建設機械の調達想定区分 

資 材 名 規  格 
調 達 先 

備  考 
「ラ」国 日本国 第三国 

ブルドーザ 15, 21 ton ◯   土工 

バックホウ 0.8 m3 ◯   土工 

クラムシェル 0.4 m3  ◯  基礎工 

大型ブレーカ 1,300 kg 級 ◯   土工 

ホイールローダー 1.4 m3 ◯   資材運搬工 

ダンプトラック 10 ton ◯   土工 

トラック 4～4.5 ton ◯   資材運搬工 

ラフタークレーン 16, 25 ton ◯   下部工、上部工 

トラッククレーン 200t  ◯  上部工架設 

ボーリングマシン 55 kW  ◯  基礎杭 

杭打機 φ1,000  ◯  基礎杭 

モータグレーダ 3.1 m ◯   舗装工 

ロードローラ 10～12 ton ◯   舗装工 

タイヤローラー 8～20 ton ◯   土工、舗装工 

振動ローラ 0.8～1.1ton ◯   土工、舗装工 

タンパ 60～100kg ◯   土工、舗装工 

コンクリートミキサ 0.5 m3 ◯    

散水車 10 m3 ◯   土工、舗装工 

空気圧縮機 5 m3/min  ◯  土工 

発動発電機 75 kva 以下  ◯   

バイブロハンマ   ◯  桟橋支持杭 

ダウンザホールハンマ   ◯  桟橋支持杭 

出典：調査団作成 

c) 通関の状況 

「ラ」国の通関はデーンサワン（「ラ」国南東部に位置する国境都市）にあり、数社の運送

会社が国際貨物の輸送に従事している。輸入手続書類を用意し、以下のような手続きで進めら

れる。 

 日本から： ベトナム国ダナン港＊1にて沖待ち、荷下ろし、仮通関 

ベトナム国内輸送後、デーンサワン＊2にて本通関 

注） ＊1：本計画では今まで通りダナン港を利用する。 
＊2：デーンサワンは「ラ」国国内の国境都市で、ベトナム側はラオバオである。 
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「ラ」国側国境状況 - 1 ベトナム側国境状況 - 2 

図 3.2.25 現状の国境施設 

本計画では、可能な限り「ラ」国内で生産または調達可能な建設資材を使用する。「ラ」国

内で調達可能な資機材の品質および調達先を調査した結果を以下に示す。 

① セメント 

セノから国道 13 号線を約 80km 北上した所に位置するタケクには、中国資本で設立されたセ

メント工場が存在する。また、国道 9 号線沿いにはタイ資本で設立されたセメント精製工場

（Km59）が存在する。タイで製造されたセメント（フリンカーの状態）を輸送し、この工場で

セメントとして精製し、袋詰めを行い出荷している。 

② 生コンクリート 

サバナケット市近郊にはいくつかの生コンクリートプラントが存在する。現地までの平均距

離は約 250km と遠方なため、生コンプラントからのコンクリート供給は現実的でない。したがっ

て、随時、現場内でフレッシュコンクリートが供給できるように、現場内にバッチャープラン

トを設置する。 

③ 粗骨材（コンクリートおよびアスファルト用）・路盤材 

プロジェクトサイトから も近い既設の砕石プラントは、国道 9 号線の改修で使用された

Khunxay Phatana 社が保有する砕石プラントである。また、セノから北側約 80～100km のタケク

では、良質な硬質石灰岩が採掘可能である。「ラ」国セメントのセメント精製工場が設置され、

セメントの製造も当該地の石灰岩から製造されている。舗装用骨材としても使用可能であり、

使用する場合は仮設ヤードに設置した砕石プラントへ原石を運搬し、砕石を生産する方法を想

定する。 

④ 細骨材（コンクリートおよびアスファルト用） 

細骨材はメコン川から採取された川砂が使用可能である。採取場所によっては、粒度分布が

仕様を満足しない場合もあり、使用前に室内試験を行いコンクリートおよびアスファルト用骨

材として適用可能か判断することが必要である。 
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⑤ 盛土材 

盛土および埋戻し材に必要な良質土は、プロジェクトサイト近傍の土取り場から採取可能で

あり、室内試験結果から盛土材として、十分に使用可能である。これらの土取り場は、全て国

有地に存在するため、土の採取に関しては特別な手続きは不要である。 

⑥ アスファルト（瀝青材料） 

サイト近郊には、Khunxay Phatana 社及び Road No.8 社が保有するアスファルトプラントが存

在する。 

⑦ 鋼材（鉄筋、PC 鋼材・鋼棒） 

小径の鉄筋（直径 20mm 以下）は、セメントと同様、「ラ」国製品（Vientiane Steel）が使用

可能である。しかし、材料の種類・規格に限度があることや、強度および材質にバラツキがあ

るため、使用は排水構造物等の小構造物に限定する。したがって、橋梁本体の鉄筋、PC 鋼材・

鋼棒は信頼性の面でタイ製品（TIS 規格）を想定する。その他、仮設用鋼材、特殊鋼材、大型

鋼材も「ラ」国では供給が安定していないため、タイからの輸入を想定する。 

⑧ 木材 

「ラ」国にて、木材は入手可能であり、型枠用補助材としても使用可能である。しかし、構

造物用の合板及び 15mm 厚以上のベニヤ板は製品化されておらず、すべてタイからの輸入品と

なる。 

⑨ 建設資材の調達先 

上述した状況を勘案し、主要資材の調達先を下表のとおりとする。 

表 3.2.48 主要材料の調達先リスト 

建設資材名 現地調達 日本 第三国調達 摘 要 

セメント ○  ○ 高強度用：タイ産 
それ以外：「ラ」国産 

コンクリート混和剤 ○   同上 

鉄筋 ○  ○ 太径：輸入品（タイ） 

構造用鋼材 ○   輸入品（タイ） 

PC 鋼線・綱棒  ○ ○ タイ 

瀝青材 ○   輸入品（タイ） 

砕石・砂 ○   「ラ」国 

型枠材 ○   輸入品（タイ） 

支保工・足場工   ○ タイ 

コンクリートパイプ ○   「ラ」国（2次製品） 

伸縮継手   ○ タイ 

支承   ○ タイ 
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(3) 建設機械の調達状況 

1) 「ラ」国内の調達状況の概要 

近年の道路・橋梁インフラ整備プロジェクトの活況により、通常の土木工事で必要な一般建

設用機材（ブルドーザー、ダンプトラック、バックホウ等）については、国内で調達可能であ

る。しかし、50t を超えるクレーン、橋梁桁架設用特殊機材については、タイ国からの持ち込み

となる。民間の建設業者は一般的に自社保有の機械を使って工事を行っており、その中にはリー

ス業を営む業者も存在する。「ラ」国内の建設企業の建設機械保有状況を以下に示す。 

2) 準国営企業（State Enterprises） 

MCTPC 管轄の準国営企業は、建設機械を独自で保有、運営管理を行っており、多くの建設機

械類を保有しているが、十分な維持管理は行われていない。 

3) 民間企業（建設業者、リース業者） 

一般的な建設機械は、「ラ」国内でほぼ調達可能である。しかし、台数に限りがあるに加え、

50t 超クラスのクレーンや大型バイブロハンマー、ウォータージェット、削岩機など稼働率が悪

い重機は市場には出回っていない。そのため、特殊な建機の調達はすべてタイからの持ち込み

となる。 

4) 各種プラントの調達 

ビエンチャン市周辺には外国資本の建設業者が保有するアスファルト・プラントやコンク

リート、骨材クラッシャープラントが存在する。また、調査の結果、サバナケット県の国道 9

号線沿線にも現行「ラ」国側で道路改良工事を行っているため、AC プラントが 2 箇所存在する。

ひとつは Road No.8 所有、もう一基はクンサイ社の保有するプラントであり、現在、アスファ

ルト合材を供給しており、本件への協力も取り付けることが可能である。 

  



ラオス国国道 9号線橋梁改修計画準備調査 

準備調査報告書 

3-69 

5) 主要建設機械の調達先 

上述した状況を勘案して、主要建設機械の調達先を以下のとおりとする。国内以外の調達先

は全てタイ国とする。 

表 3.2.49 主要機材調達先 

 
 

  

機械名 台数 仕様 国内 輸入
Ⅰ． 土工事、締切桟橋工事
1 バックホー 4 0.7m3 ○
2 ダンプトラック 8 11.0t ○
3 クローラクレーン 2 60t機械式 ○
4 トラッククレーン 2 25t ○
5 トラッククレーン 2 45t ○
6 バイブロハンマ 2 90kw ○
7 発電機 2 400KVA ○
8 ウォータージェット 2 150kg/cm2 ○
9 クラムシェルバケット 2 0.6m3 ○
10 ジャイアントブレーカー 2 600kg ○
11 ハンドブレーカー 6 B30 ○
12 クローラドリル 2 150kg ○
13 コンプレッサー 4 7m3 ○
14 水中ポンプ 4 φ4" ○
15 水中ポンプ 12 φ6" ○
16 発電機 4 45KVA ○
17 バイブレーションローラ 2 1.0t ○
18 タンピングランマ 2 60kg ○
19 ｱｰｽｵｰｶﾞｰ掘削機 2 φ1200 ○
20 油圧ｹｰｼﾝｸﾞ引抜機 2 φ1200 ○
21 φ1200ｹｰｼﾝｸﾞ 2 φ1200 ○
22 ハンマーグラブ 2 φ1200 ○
23 ｺｱｰﾊﾞﾚﾙﾊﾞｹｯﾄ 2 φ1200 ○
24 泥水ﾌﾟﾗﾝﾄ 2 ○
25 スタンドパイプ 2 ○
26 溶接機 4 ○
27 ガス切断機 2 ○
Ⅱ． コンクリート工事、PC工事
28 発電機 2 75KVA ○
29 コンクリートミキサー 2 0.5m3 ○
30 バッチングプラント 2 0.5m3/ﾊﾞｯﾁ ○
31 セメントサイロ 2 200t ○
32 骨材計量器 2 二層式 ○
33 アジテーター車 6 5.0m3 ○
34 コンクリートバケット 4 0.5m3 ○
35 クローラクレーン 2 60t機械式 ○
36 コンクリートポンプ車 2 90m3/h ○
37 高周波バイブレーター 16 φ48mm ○
38 高周波バイブレーター 8 φ58mm ○
39 バイブレーター用コンバー 12 ○
40 鉄筋カッター 2 C-42 ○
41 鉄筋ベンダー 2 B-42 ○
42 水中ポンプ 4 φ4" ○
43 溶接機 5 ○
44 発電機 2 250KVA ○
45 ﾊｲﾜｯｼｬｰ 2 ○

機械名 台数 仕様 国内 輸入
Ⅲ． 道路工事
46 バイブレーションローラ 1 10.0t ○
47 バイブレーションローラ 1 1.0t ○
48 ディストリビュータ 1 1000L ○
49 マガダムローラ 1 10.0t ○
50 アスファルトフィニッシャ 1 4.0t ○
51 タイヤローラ 1 10.0t ○
52 散水車 1 2000L ○
53 ブルドーザー 1 D-4 ○
54 モーターグレーダー 1 3.5m ○
55 アスファルトカッター 1 ○
56 コアカッター 1 ○
Ⅳ． PC桁製作・押出架設
57 天井ﾎｲｽﾄ 1 2.8ton吊り ○
58 門型クレーン 4 5t ○
59 壁型固定ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 12 ○
60 高周波バイブレーター 8 φ58mm ○
61 バイブレーター用コンバー 12 ○
62 鉄筋カッター 2 C-42 ○
63 鉄筋ベンダー 2 B-42 ○
64 油圧ジャッキ 8 60t ○
65 ｼﾞｬｰﾅﾙｼﾞｬｯｷ 14 30t ○
66 油圧ポンプ 8 C-42 ○
67 緊張用ｼﾞｬｯｷ＆ﾎﾟﾝﾌﾟ 2 195t用 ○
68 鋼棒用ｼﾞｬｯｷ＆ﾎﾟﾝﾌﾟ 2 φ32mm ○
69 グラウトミキサ 2 ○
70 グラウトポンプ 2 ○
71 型枠設備 1 ○
72 コンクリートポンプ車 2 90m3/h ○
73 押出しｼﾞｬｯｷ 2 170ton-500stroke ○
74 油圧ユニット 1 ○
75 PC鋼棒 4 φ32mm,L=20m ○
76 緊張ブラケット 2 ○
77 反力台 2 ○
78 手延桁先端ｼﾞｬｯｷ 2 50ton-200stroke ○
79 仮支柱 1 ○
80 滑り支承 4 ○
81 鉛直ｼﾞｬｯｷ 2 600ton-70stroke ○
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3.2.4.7 ソフトコンポーネント計画 

国道 9 号線上には全 51 橋の橋梁が存在し、そのうち、2009 年には 1 橋梁が落橋し、一時、東

西経済回廊の通行が不能となった。落橋による交通流の遮断は、「ラ」国の経済活動に大きなダ

メージを与えるほか、陸路が主体となる「ラ」国では、輸送路の寸断は緊急時のライフラインの

確保に大きく影響する。2010 年には「ラ」国側の要請を受け、「ラ」国南部地方道路・橋梁改善

計画準備調査の中で、国道 9 号線の橋梁健全度調査が行われた。結果として、当該 2 橋梁のほか、

損傷が進行し、維持管理が必要な鉄筋コンクリート橋が多く存在することが判明した。そのため、

2011 年より始まった道路維持管理技プロ（CaRoL）では、橋梁維持管理マニュアルを整備し、OJT

による橋梁点検、補修のワークショップ等の活動を行い、橋梁維持管理の必要性をカウンターパー

トに対し教育訓練を行っている。しかし、カウンターパートの能力の向上、維持管理体制の構築、

醸成には時間がかかるものと考え、継続的な教育訓練の提供が必要と考える。そのため、当該案

件においても、技プロのフォローアップの一環として、国道 9 号線の橋梁を対象として、維持管

理の手法および新橋の建設計画も含めた橋梁架け替え計画の包括的な技術移転計画を策定、実施

に関するソフトコンポーネント計画を実施して上記解決に努める。以下に活動内容（案）を示す。 

 ソフトコンポーネント活動実施計画書の策定 

 ワークショップの開催 

 施工期間中の安全管理の実施 

 モニタリング・評価報告書の作成 

なお、日本からの同計画への投入要員は詳細設計時および工事実施時に以下のとおりに計画し

ている。 

橋梁維持管理担当：期間 1.0 ヶ月 

橋梁施工担当  ：期間 5.0 ヶ月 
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3.2.4.8 実施工程 

図 3.2.26 に実施工程（案）を示す。本基本設計終了後、E/N 締結され、詳細設計、入札図書作

成から始まり、入札、施工という順序でプロジェクトは実施される。 
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3.3 相手国側負担事業の概要 

本プロジェクトにおける「ラ」国側負担事項は以下のとおりである。なお、この負担事項の内

容については協力準備調査報告書（案）説明時にもミニッツに盛り込み、「ラ」国側と確認して

いる。 

 住民移転が必要な家屋移転補償、移転先の整備 

 建設用地の取得、施工ヤード用地（主桁製作ヤード、プラントヤード、資材・機械器具保

管場所、修理工場、鉄筋・型枠等加工場等）の確保 

 電線、電話、UXO などの支障物件の撤去・移設 

 交通規制・警告標識の設置 

 土取り場（盛土材）の採取許可 

 本計画のために搬入される材料、機械の免税措置、及び通関の迅速な手続き 

 本計画の実施に係わる日本人、第三国人の入国時に課せられる関税、税金やその他の財政

課徴金の免除 

 本計画で建設される施設の適切な使用と維持管理 

 本計画で賄われる経費以外の施設建設に必要な経費を負担 
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3.4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3.4.1 運営・維持管理体制 

新橋完成後、橋梁および取り付け道路の機能を維持するために、その運営・維持管理が非常に

重要となる。これまで道路維持管理技プロの中で、橋梁維持管理のマニュアル作成及びワーク

ショップを実施している。このため、これらの施設の維持管理に必要な維持管理技術は確保でき

るものと考えられるため、完成後の維持管理体制は新たな維持管理組織は必要とせず、各県 DPWT

が実施している既存の維持管理システムを活用して行うことができる。 

3.4.2 維持管理方法 

本プロジェクトの主体は橋梁であるが、取り付け道路も維持管理の対象となる。道路維持管理

技プロで作成されたマニュアルでは、定期的に点検・評価・補修までの流れを示している。維持

管理はこのマニュアルに沿った維持管理を確実に実施することが必要となる。以下にマニュアル

に示されている、橋梁、道路の点検・補修の流れを示す。 

 

 

図 3.4.1 橋梁日常維持管理フロー 
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図 3.4.2 道路維持管理フロー 
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3.5 プロジェクトの概略事業費 

3.5.1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 概算事業費 

日本の無償資金協力による概算事業費は、表 3.5.1 に示すとおりである。この概算事業費は暫

定値であり、日本政府により無償資金協力として承認するために更に精査される。なお、この

概算事業費は即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

概算総事業費： 約 2465.7 百万円 

表 3.5.1 概算事業費（日本側負担） 

費  用 概算事業費（百万円） 

セクムカーム橋 

下部工 
上部工 
護岸工 
取付道路工 
付帯工 

821.1 

セタムアーク橋 

下部工 
上部工 
護岸工 
取付道路工 
付帯工 

1,352.4 

実施設計・施工監理 292.2 

合 計 2465.7 

(2) 積算条件 

① 積算時点 平成 27 年 5 月 

② 為替交換レート 1US$＝120.55 円（上記積算時点） 

③ 施工期間 工事期間は施工工程に示したとおり（31.0 ヶ月（入札は含まない）） 

④ その他 本事業は日本国政府無償資金協力の制度に従い実施するものとする。 

上記の交換レートは、日本政府により見直されることもある。 

(3) 「ラ」国側負担経費 

「ラ」国側負担による概算事業費は表 3.5.2 に示すとおりである。 

表 3.5.2 「ラ」国側負担による概算事業費 

事業区分 USD (百万円) 備考 

用地補償費 73,000 (8.8)  

土地借地費用 25,000 (3.0) 31 か月 

公共施設移設費 64,000 (7.7)  

UXO 調査 42,000 (5.1)  

銀行手数料 18,000 (2.2)  

VAT の免税/資材輸入税 1,082,000 (130.4)  

事業費総計 1,304,000 (157.1)  

注）上記の費用は概算目安で、変更の可能性がある。 
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3.5.2 運営・維持管理計画 

橋梁供用後、10 年間に予想される運営・維持管理の内容およびそれに対する費用は以下のよう

に見積もられる。 

表 3.5.3 維持管理項目と費用 

期間 工種 仕様 単位 作業量 単価(Kip) 回数 合計(Kip) 

日常維持管理 
(毎年) 

清掃等  毎年 式 1 4,400,000 10 44,000,000

舗装補修 全面積の 1％ 毎年 m2 231 120,000 9 249,976,800

小計 293,976,800

定期維持管理 
(10 年間) 

舗装補修 As オーバーレイ 10年 m2 20,666 120,000 1 2,479,920,000

法面補修 全面積の 5％ 5 年 m2 1,047 24,000 2 50,232,000

マーキン
グ 

 5 年 m 7,375 4,000 2 59,000,000

橋面補修 As オーバーレイ 10年 m2 2,480 120,000 1 297,600,000

布団籠 全面積の 5％ 10年 m2 403 320,000 1 128,800,000

小計 3,015,552,000

運営・管理費 維持管理費の
10％ 

 式    330,952,880

10 年間総維持管理費用 3,640,481,680

(年間維持管理費用) 364,048,168
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第4章 プロジェクトの評価 

4.1 事業実施のための前提条件 

事業実施のための前提条件は以下のとおりである。なお、補償及び関係機関からの承認書類は、

原則、E/N 後に開始し、施工業者の事前審査公示までに完了する必要がある。 

 本事業では、MPWT（DOR）による対象道路用地の確保として用地取得が約 0.81ha 必要に

なる。なお、用地取得及び補償については、施工入札公示までに完了する。 

 本事業実施のためには、MPWT（DOR）による IEE 実施と DoNRE からの承認取得が必

要になる。 

 業者が指定する新たな土取り場、採石場の採掘許可の取得、UXO 探査の実施等、MPWT

（DOR）の行政手続き上の支援が必要となる。 

 工事遅延の原因となる、プロジェクト用調達資機材に対する通関手続きへの支援及び協力、

免税措置（輸入品マスターリストの承認等）の手続きの速やかな実施が必要になる。 

 現行、VAT（10％）については、日本の無償資金協力は課税対象とは確認されていないが、

これらの租税措置が案件実施中に変更なく、免税が適用されるものとする。 

 本事業による工事完了後は、円滑な交通及び道路や構造物の耐用期間を保つため、MPWT

（DOR）による維持管理が必要となる。そのため、維持管理及び補修に必要とされる要員・

予算を確保し、継続的に維持管理を実施することが必要である。 

4.2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果を発現・持続するために相手国が取り組むべき事項は以下の通りである。 

 本事業の遂行を円滑に実施するために、本報告書「3.3 相手国側負担事業の概要」に述べ

られた「ラ」国側の予算を事前に確保する。 

 本事業対象橋梁の永続的な機能を確保するために、「ラ」国は本報告書「3.4 プロジェクト

の運営・維持管理計画」に述べられた毎年の予算確保と維持管理内容を本プロジェクト完

成後に持続的に行う要員を配置する。 

 環境許認可取得及び新設橋に必要な用地取得のプロセスを確実に行うために、DOR は環境

社会配慮（IEE）調査に係るコンサルタントを傭上し、調査を実施する必要がある。 

4.3 外部条件 

プロジェクトの効果を発現・持続するための外部条件は以下のとおりである。 

 本プロジェクトは ASEAN 東西経済回廊上に位置し、将来的に交通量はさらに増加するも

のと見込まれている。そのため、設計で見込まれている施設の安全性を確保するために日

常及び定期的な維持管理を継続すること。 

 新橋及び取付け道路は、トレーラー荷重（HS25-44）も包括する設計荷重で設計されている

が、耐用年数維持のためには、過積載の禁止及び取締り等の措置を励行すること。 
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 計画規模を超える大洪水など、現場周辺で想定を超える環境変化等が発生しないこと。「ラ」

国政府の関連政策に大きな変更・変化がないこと。 

 国道 9 号線の円滑な交通流を確保するためには、本事業の対象 2 橋梁のみならず、「ラ」

国側で実施されている前後区間の道路改良の完了、及び他橋梁の補強・維持管理を継続

すること。 

上記の外部条件を満足させることにより、本プロジェクトの効果発現が明らかになる。 

4.4 プロジェクトの評価 

4.4.1 妥当性 

本プロジェクトの対象橋梁を含めた「ラ」国国道 9 号線は、2006 年のタイ・「ラ」国第 2 友好

橋の供用によって、インドシナ半島を東西に横断し、ミャンマーのモーラミャイン～タイ東北部

～「ラ」国のサバナケット～ベトナムのダナンを結ぶ東西経済回廊の「ラ」国国内の道路リンク

であり、「ラ」国やタイ東北部の内陸都市がダナン港を経由して国際市場にアクセスするために

重要である。 

また、約 18.5 万人と推計されるサバナケット県東部の住民が、県都であるカイソン・ポムウィー

ワン郡にアクセスするための道路・橋梁であるとともに、沿道の住民の日常生活にとっても重要

な道路・橋梁となっている。 

本調査では、以下に示す観点から、対象橋梁の架け替えに関する妥当性の検討を行った。 

(1) 「ラ」国の上位計画との整合性 

公共事業投資が重視された「ラ」国の第 7 次国家社会経済開発 5 カ年計画（7th National Socio- 

Economic Development Plan：NSEDP, 2011-2015）の評価を踏まえて、第 8 次 NESDP（2016-2020）

が現在策定中である（2015 年 8 月、国民議会で承認される予定）。第 8 次 NESDP は、公共投

資事業の質やそれに伴う人材育成が重視されているが、第一の目標である持続的な経済成長を

支えるために、GMS 諸国と接続する道路やアジアハイウェイ、東西・南北経済回廊のアップグ

レードも優先的なアクティビティとして取り上げられている。また、首都ビエンチャン、サバ

ナケット、チャンパサック、中国国境ボーテンに近く国道 13 号と国道 3 号が交差するナトゥー

イーの 4 か所に焦点を当てた複合的な物流システムの構築もアクティビティに含まれており、

サバナケットの物流拠点としての機能強化に伴い、東西経済回廊の一部である対象橋梁の、特

に耐荷重の向上は上位計画とも合致している。 

(2) 道路ネットワークにおける対象橋梁の重要性 

1992 年のアジア開発銀行（ADB）のイニシアティブによるタイ、ベトナム、「ラ」国、ミャ

ンマー、カンボジア、中国の 6 カ国を対象とした大メコン川地域（Greater Mekong Subregion：

GMS）の域内交通整備、域内貿易・投資の促進による経済成長などを目的とした経済協力プロ

グラムにおいて、域内の主要都市の国際的な連携のための地域経済回廊が設定され、国境を越

えたハードウェア整備として道路を主とする交通インフラ整備が推進されている。対象橋梁を

含む国道 9 号は、2006 年のタイ・「ラ」国第 2 友好橋の供用によって、インドシナ半島を横断

する GMS の東西経済回廊の一部である。2015 年 5 月に東西経済回廊への追加が合意されたカ
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ムムアン県の国道 12 号とは競合状態にあるが、ベトナム中部の中心都市ダナンの国際港、サバ

ナケット県のサワン・セノ SEZ、タイの 1/3 の人口を擁する東北タイを 短で連絡する国道 9

号の重要性は失われておらず、2015 年末に発足したアセアン経済共同体（ASEAN Economic 

Community：AEC）の物流・人流・サービスの自由化に大きく貢献すると考えられる。 

また、対象橋梁は、サバナケット県の東部の住民がサバナケット県都にある県病院や国道 13

号経由で首都のビエンチャンにアクセスするために必要な橋梁であり、その裨益対象は約 18.5

万人に及ぶ。 

(3) 耐荷重の改善 

2012 年のタイ、ベトナムとの国際協定に基づく車両の軸重規制制限の緩和に対応して、本プ

ロジェクトの実施により、従来の軸重制限 9.6 トンから 11.0 トンに適応している。 

(4) 技術的難易性の克服 

国道 9 号線に架かる橋梁の中には、1980 年代に建設された老朽化した橋梁で、且つ、その幾

何構造、幅員・耐荷重ともに現行の基準を満たしていない橋梁が多く存在する。本事業の対象

橋梁 2 橋もその中に含まれており、特に主桁の屈曲（橋脚上）および狭幅員等から交通流のボ

トルネックとなっており、早期の架け替えが必要となっている。現橋（セータムアック橋）の

道路線形は集落の中心部を縦断しており、家屋への影響を考えると現橋位置における架け替え

が必要となる。そのため、新橋の建設前に既存交通を切り回すための仮設橋を既存橋に近接し

て設置する必要がある。また、建設中は交互通行となる交通切り回しを行うことから、早期交

通回復のための工期短縮を念頭に置いた橋梁形式（合成床板橋）を採用している。そのため、

本事業は技術的難易度の高い橋梁建設工事となるため、「ラ」国独自による対象橋梁の架け替

えは困難であり、本邦技術を活用する意義は高く、日本の無償資金協力による本事業実施の妥

当性は高いと判断される。また、「ラ」国等、特に後進国で問題を抱える維持管理に対し、本

事業では鋼桁に耐候性鋼材を採用することから、これら維持管理への課題に対しても克服でき

るものと考える。 

(5) 社会環境への影響 

本プロジェクトの対象周辺には重要な歴史的文化遺跡などは存在せず、また少数民族の居住

地域も存在しない。国家自然保護地域からも十分に距離が離れているため影響はない。また、

環境社会配慮の影響評価結果では、土地収用や住民移転も含めて深刻な影響はない。 

(6) プロジェクトの緊急性 

対象橋梁は、主桁の耐力不足、中間橋脚の主桁の折れなど構造上の不具合から現状で円滑な

交通流に支障を来しており、交通安全性の確保のためにも本プロジェクトの早期実施が期待さ

れている。また、対象橋梁は竣工後 30 年が経過していること、2012 年に車両軸重制限が緩和

されたことにより従来の耐荷重以上の大型車両が通行していることを考慮すると、今後、橋梁

の構造的な問題が発生する恐れがあり、早期の対応が必要と考えられる。 
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(7) 我が国の援助方針・政策との整合性 

「ラ」国が掲げるミレニアム開発目標（MDGs）の達成及び 2020 年までの低開発途上国（LDC）

からの脱却などの国家目標達成を支援するため、外務省の対「ラ」国国別援助計画において「経

済・社会インフラ整備」、「農業の発展と森林の保全」、「教育環境の整備と人材育成」及び

「保健医療サービスの改善」の 4 つの重点分野において援助を展開している。 

本プロジェクトは、「持続可能な経済成長を実現するため、ASEAN 連結性強化に資するイン

フラ（道路、橋梁、空港など）整備、本邦企業の「ラ」国進出を促す投資・貿易環境（物流セ

ンターなど）整備」を含む重点分野「経済・社会インフラ整備」に該当し、我が国の対「ラ」

国援助政策とも合致している。 

以上の内容により、プロジェクトを実施する妥当性は高いと判断される。 

4.4.2 有効性 

(1) 定量的効果 

本プロジェクトにより期待される定量的な効果を次表に示す。 

表 4.4.1 協力対象事業による定量的効果 

指標名 
基準値 

（2015 年実績値） 
目標値（2022 年） 
【事業完成 3 年後】 

大型車交通量（台/日） セクムカーム橋 456 
セタームアック橋 452 

セクムカーム橋 726 
セタームアック橋 724 

全交通量（台/日） セクムカーム橋 1,840 
セタームアック橋 4,861 

セクムカーム橋 2,966 
セタームアック橋 8,358 

 

(2) 定性的効果 

本プロジェクトにより期待される定性的な効果は以下の通りである。 

 橋梁の安全性の向上：本事業の実施により、対象橋梁の耐荷力および取付道路を含めた

対象区間の平坦性が改善され、橋梁の安全性・快適性が向上する。また、セタームアッ

ク橋については現橋と同じ歩道幅員が確保されるため、歩行者の安全性も確保される。 
 橋梁の信頼性の向上：サバナケット県東部の住民約 18.5 万人が、県都カイソーン・ポム

ウィーワン郡や国道 13 号経由で首都ビエンチャンにアクセスする上で対象橋梁を通行

するため、橋梁の信頼性が向上することで地域住民の生活へ寄与も期待できる。 
 国内・国際物流の機能強化：タイ、ベトナムとの協定により緩和された貨物車の軸重制

限に適合した規格とすることで、国内・国際物流を支えるインフラとしての機能が強化

され、東西経済回廊の物流の促進と円滑化に貢献できる。 

以上から、本事業の有効性は見込まれると判断される。 
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1. 調査団員・氏名 

担 当 氏 名 所 属 

総括（第１次現地調査時） 関 智宏 JICA 資金協力業務部 

総括（第２次現地調査時） 竹内 博史 JICA 社会基盤・平和構築部 

協力企画 島田 清仁 JICA 社会基盤・平和構築部 

業務主任／橋梁計画 (1) 藤熊 昌孝 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

副業務主任／橋梁計画 (2)／道路設計 菅沼 泰久 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

橋梁設計 今野 啓悟 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

社会状況調査／交通計画 有田 禎之 （株）国際開発センター 

自然条件調査 野澤 誠 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

水理・水文・河川計画 赤石 直也 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

環境社会配慮 小笠原 未歩子 （株）国際開発センター 

調達事情／積算 澤口 勤 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 

施工計画 角 祐樹 （株）オリエンタルコンサルタンツグローバル 
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2. 調査行程 

(1) 第 1次現地調査時 

総括 協力企画 業務主任/橋梁計画(1)
副業務主任/橋梁計画
(2)/
道路設計

橋梁設計 社会状況調査／交通計画 自然条件調査 水理・水文・河川計画 環境社会配慮 調達事情／積算 施工計画

Team Leader Planning Coordinator
Chief Consultant/
Bridge Planner(1)

Deputy Chief/Bridge
Planner(2)/Road
Designer

Bridge Designer
Social Condition
Surveyer/Trafic
Planner

Natural Condition
Surveyer

Hydrology Specialist
Environment & Social
Impact Specialist

Cost Estimator
Construction
Programmer

関　智宏 島田　清仁 藤熊　昌孝 菅沼　泰久 今野　啓悟 有田　禎之 野澤　誠 赤石　直也 小笠原　未歩子 澤口　勤 角　祐樹

Mr. Tomohiro Seki Mr.Kiyohito Shimada Mr. Masataka Fujikuma Mr. Yasuhisa Suganuma Mr. Keigo Konno Mr. Yoshiyuki Arita Mr. Makoto Nozawa Mr. Naoya Akaishi Ms. Mihoko Ogasawara Mr. Tsutomu Sawaguchi Mr. Masaki Sumi

1 4/16 Thu
東京→バンコク→ビエン

チャン
2 4/17 Fri
3 4/18 Sat

4 4/19 Sun
名古屋→バンコク→ビエ

ンチャン

5 4/20 Mon
東京→バンコク→ビエン

チャン
6 4/21 Tue
7 4/22 Wed

8 4/23 Thu
東京→バンコク→ビエン

チャン

9 4/24 Fri
ビエンチャン→パクセー
→サバナケット(飛行機)

到着後に協議に合流
10 4/25 Sat
11 4/26 Sun

12 4/27 Mon

13 4/28 Tue
14 4/29 Wed 協議、情報収集、資料整

15 4/30 Thu

16 5/1 Fri
17 5/2 Sat

18 5/3 Sun
東京→バンコク→ビエン
チャン

東京→バンコク→ビエン
チャン

東京→バンコク→ビエン
チャン

19 5/4 Mon
AM　ビエンチャン→サバナケッ
ト(飛行機)、PM　現地踏査

AM　ビエンチャン→サバナケッ
ト(飛行機)、PM　現地踏査

AM　ビエンチャン→サバ
ナケット(飛行機)、PM
現地踏査

AM　ビエンチャン→サバ
ナケット(飛行機)、PM
現地踏査

AM　ビエンチャン→サバ
ナケット(車)、PM　現地
踏査

20 5/5 Tue
21 5/6 Wed

22 5/7 Thu

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パク
セー→ビエンチャン(飛
行機)

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パクセー→
ビエンチャン(飛行機)

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パクセー→
ビエンチャン(飛行機)

東京→バンコク→ビエン
チャン

23 5/8 Fri
AM　MPWT協議
PM　JICA報告
ビエンチャン→バンコク

AM　MPWT協議
PM　JICA報告
ビエンチャン→バンコク

AM　MPWT協議
PM　JICA報告
ビエンチャン→バンコク

資料整理・団内打合せ

24 5/9 Sat バンコク→東京 バンコク→名古屋 バンコク→東京

25 5/10 Sun

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パク
セー→ビエンチャン(飛
行機)

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パク
セー→ビエンチャン(飛
行機)

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パク
セー→ビエンチャン(飛
行機)

26 5/11 Mon ビエンチャン→バンコク 資料整理・団内打合せ ビエンチャン→バンコク ビエンチャン→バンコク
27 5/12 Tue バンコク→ティンプー バンコク→東京 バンコク→東京 バンコク→東京 バンコク→東京
28 5/13 Wed
29 5/14 Thu
30 5/15 Fri
31 5/16 Sat
32 5/17 Sun
33 5/18 Mon
34 5/19 Tue
35 5/20 Wed
36 5/21 Thu
37 5/22 Fri
38 5/23 Sat
39 5/24 Sun

40 5/25 Mon
AM　ビエンチャン→サバ
ナケット(飛行機)

41 5/26 Tue 現地踏査

42 5/27 Wed

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パク
セー→ビエンチャン(飛
行機)

43 5/28 Thu 資料整理
44 5/29 Fri ビエンチャン→バンコク
45 5/30 Sat バンコク→東京
46 5/31 Sun
47 6/1 Mon
48 6/2 Tue
49 6/3 Wed
50 6/4 Thu
51 6/5 Fri
52 6/6 Sat
53 6/7 Sun
54 6/8 Mon
55 6/9 Tue

56 6/10 Wed
東京→バンコク→ビエン
チャン

57 6/11 Thu
58 6/12 Fri
59 6/13 Sat
60 6/14 Sun
61 6/15 Mon
62 6/16 Tue
63 6/17 Wed
64 6/18 Thu
65 6/19 Fri
66 6/20 Sat
67 6/21 Sun

68 6/22 Mon
AM　ビエンチャン→サバ
ナケット(飛行機)

69 6/23 Tue 現地踏査

70 6/24 Wed

AM　現地踏査
PM　サバナケット→パク
セー→ビエンチャン(飛
行機)

71 6/25 Thu
72 6/26 Fri ビエンチャン→バンコク
73 6/27 Sat バンコク→東京

MPWT協議

資料整理

協議、情報収集、資料整
理

現地踏査

資料整理

AM　ミニッツ署名、PM　事務所・大使館報告

現地踏査 現地踏査

現場視察
AM　ミニッツ作成、PM　サバナケット→パクセー→ビエンチャン(飛行機)

AM　サバナケット→ビエンチャン
PM  現地踏査

現地踏査
ビエンチャン→サバナケット(車)

JICA Consultants

AM　ラオス事務所の打ち合わせ、PM　技プロTWG

協議、情報収集、資料整
理

AM　ラオス事務所の打ち合わせ、PM　情報収集など

団内会議、情報収集など

東京→バンコク→ビエンチャン

現地再委託契約関連、作
業指示等

AM　協議＠ビエンチャン、PM　ミニッツ作成

バンコク→東京（朝着）

AM　協議＠ビエンチャン、PM　協議＠ビエンチャン
AM　協議＠ビエンチャン

PM　ビエンチャン→サバナケット(飛行機)

AM　ミニッツ作成、PM　協議＠サバナケット

移動日

ビエンチャン→バンコク

現地踏査

関連機関、再委託業者打合せ

現地踏査

資料整理

関係機関とのミーティン
グ、現地踏査調整等

資料整理

関係機関とのミーティン
グ、法制度確認、現地踏

査調整等

現地踏査

資料整理

 
 

(2) 第 2次現地調査（概略設計概要説明） 

Team Leader Planning Coordinator
Chief Consultant/
Bridge Planner(1)

Deputy Chief/Bridge
Planner(2)/Road Designer

Bridge Designer
Social Condition
Surveyer/Trafic Planner

Natural Condition
Surveyer

Hydrology Specialist
Environment & Social
Impact Specialist

Cost Estimator Construction Programmer

Mr.Hiroshi TAKEUCHI Mr.Kiyohito Shimada Mr. Masataka Fujikuma Mr. Yasuhisa Suganuma Mr. Keigo Konno Mr. Yoshiyuki Arita Mr. Makoto Nozawa Mr. Naoya Akaishi Ms. Mihoko Ogasawara Mr. Tsutomu Sawaguchi Mr. Masaki Sumi
148 9/10 Thu Tokyo→BKK→VTE Tokyo→BKK→VTE Tokyo→BKK→VTE
149 9/11 Fri

150 9/12 Sat

151 9/13 Sun Tokyo→BKK→VTE VTE→SVN
152 9/14 Mon

153 9/15 Tue Tokyo→BKK→VTE
154 9/16 Wed SVN→VTE
155 9/17 Thu

156 9/18 Fri VTE→BKK VTE→BKK VTE→BKK VTE→BKK
157 9/19 Sat BKK→Tokyo BKK→Tokyo BKK→Tokyo VTE→BKK BKK→Tokyo
158 9/20 Sun BKK→Tokyo

Meeting with MPWT
Meeting with MPWT

JICA Consultants

Meeting with MPWT

Meeting with MPWT

Meeting with MPWT

Meeting with MPWT
Site survey

 
 

 



ラオス国国道 9号線橋梁改修計画準備調査 

準備調査報告書 

A3-1 

3. 関係者（面会者）リスト 

本調査のカウンターパートである DoR および本調査期間中に面会した関係者を以下に示す。 

関係機関名 氏 名 役 職 

公共事業運輸省道路局 

(DOR, MPWT) 

Mr. Pheng DOUANGNGEUN Director General 

Mr. Ngamapasong MUONGMANY Deputy Director General 

Mr. Phonephana PHROMMALA DDT 

森 範行氏 JICA 専門家 

サバナケット県公共事業運輸局 

（DPWT サバナケット） 

Mr. Prasongsinh CHALEUNSOUK Director General 

Mr. Sinkapor SAIYAVONG Deputy Director 

Mrs. Phavanh BOURLOUANGLATH Deputy Director 

Mr. Souvanh SENGCHAMPHONE  

Mr. Kiovilaysan SANANUSAN  

Mr. Phanphasanesay PHETSINERATH  

Mr. Khammy PHOMPHIUNGAM  

Mr. Souksangouane SAYAVONG  

Mr. Xayasone KEOLAYSOUK  

在ラオス日本国大使館 栗原 崇氏 二等書記官 

JICA ラオス事務所 

牧本 小枝氏 次長 

岸上 明子氏 企画調査員 

Mr. Phouthaphone VORABOUTH Infrastructure Specialist 
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4. 討議議事録(M/D) 

(1) 第 1次現地調査時 
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(2) Technical Notes（第 1現地調査時） 
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(3) 第 2次現地調査（概略設計概要説明）時 
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